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金融庁における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況 

（事前評価） 

表1 規制を対象として評価を実施した政策 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/fsa.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

金融サービスの顧客等の利便の向上及び

保護を図るための措置(2件)（令和6年6月

24日公表） 

＜制度改正＞ 

規制の事前評価及びパブリックコメントの結果を踏まえ、

「金融商品取引法等の一部を改正する法律の施行に伴う関

係政令の整備及び経過措置に関する政令」が公布・施行され

た（令和6年10月公布、令和6年11月施行）。 

2 
金融商品販売業者等の勧誘方針の公表に

係る書面掲示規制（令和6年6月24日公表） 

＜制度改正＞ 

規制の事前評価及びパブリックコメントの結果を踏まえ、

「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律

施行令の一部を改正する政令」が公布・施行された（令和6

年11月公布、令和6年12月施行）。 

3 
株式報酬に係る開示規制の見直し（2件）

（令和6年11月26日公表） 

＜制度改正＞ 

規制の事前評価及びパブリックコメントの結果を踏まえ、

「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令」等が公布・

施行された（令和7年2月公布、令和7年2月施行）。 

4 

顧客から金銭等の預託を受けない投資運

用業の資本金要件・純財産額要件の緩和

（令和7年1月17日公表）  

＜制度改正＞ 

規制の事前評価及びパブリックコメントの結果を踏まえ、

「金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律

の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関

する政令」が公布・施行された（令和7年3月公布、令和7年

5月施行）。 

5 
公益信託の引受け等に係る信託業法の適

用除外（令和7年3月7日公表） 

＜制度改正＞ 

規制の事前評価を踏まえ、「信託業法の一部を改正する法

律案」を国会に提出した（令和7年3月）。 

6 

金融のデジタル化等の進展に伴う資金決

済サービスの見直し（5件）（令和7年3月7

日公表） 

＜制度改正＞ 

規制の事前評価を踏まえ、「資金決済に関する法律の一部

を改正する法律案」を国会に提出した（令和7年3月）。 

7 

保険業に対する信頼性の確保及びその健

全な発展を図るための措置(3件)（令和7

年3月7日公表） 

＜制度改正＞ 

規制の事前評価を踏まえ、「保険業法の一部を改正する法

律案」を国会に提出した（令和7年3月）。 

8 
公開買付制度及び大量保有報告制度の見

直し（9件）（令和7年3月14日公表） 

＜制度改正＞ 

規制の事前評価及びパブリックコメントの結果を踏まえ、

「金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/fsa.html


の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備

に関する政令」等を公布・施行する予定。 

表2 租税特別措置を対象として評価を実施した施策（令和6年10月2日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/fsa.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
火災保険等に係る異常危険準備金制度の

充実 

＜税制改正＞ 

租税特別措置法に係る政策評価の結果等を踏まえ、火災保

険等に係る異常危険準備金制度の充実について税制改正要

望（令和6年8月）を行った。その結果、異常災害損失に係る

保険の種類について火災保険等、動産総合保険等及び賠償責

任保険を同一の区分とした上、異常災害損失率を55％とする

こと、現行の特例積立率の適用期限を3年延長することが措

置されることとなった。 

（事後評価） 

表3 一般分野の政策を対象として評価を実施した政策（実績評価方式）（令和6年8月30日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/fsa_h29.html）参照 

№ 政策の名称 反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【基本政策I-施策I-1】 

マクロプルーデンスの取組と

効果的な金融モニタリングの

実施 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「マクロプルーデンスの取組と効果的

な金融モニタリングの実施」として令和 7 年度予算概算要

求（449百万円）を行った（令和 6 年度予算額：217百万円、

令和 7年度予算額：373百万円）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① マクロプルーデンスの取組

・グローバルな金融経済情勢等の動向を注視しつつ、国内外

の金融政策・金利動向や不動産市況等が金融システムの

安定に与える影響について分析を行った。 

・金融システムの状況について、日本銀行と実務者連絡会等

を通じて意見交換を行い、マクロ健全性維持の観点から

の規則（カウンター・シクリカル・バッファー等）につい

ても、適切に運用した。 

・令和5年に発生した欧米における銀行セクターの混乱を受

けてＦＳＢ及びＢＣＢＳその他の国際基準設定主体にお

いて行われている議論に積極的に貢献した。 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/fsa.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/fsa_h29.html


② 効果的な金融モニタリング（監督・検査）の実施

・金融機関の経営戦略を確認するとともに、営業基盤、財務

基盤、ガバナンスや信用・市場・流動性等の各種リスク管

理態勢、内部監査等について金融機関との対話等を通じ

て確認し、それぞれの状況に応じて経営基盤の強化を促

した。 

・金融機関における内部監査の高度化に向けた取組等につ

いて、現状の進捗や具体的な工夫、各金融機関が抱える課

題に関して対話を行った。また、対話等を通じて、金融機

関に対し、内部監査の高度化を促した。

・大手行のみならず地域金融機関でも残高が増えている国

内のＬＢＯ融資について、市場環境の変化等を踏まえた

健全な融資慣行の確立やリスク管理の高度化に向けた取

組についてモニタリングを行ったうえで、その結果を公

表した。

・金融グループ等をめぐる課題や環境変化に適切に対応し、

健全なビジネス展開を可能とするとともに、金融システ

ムの安定・信頼を継続して確保するため、庁内の関係部門

間の連携を一層強化するなど、グループ経営に対する監

督態勢を強化した。 

・上記のほかに、以下のような気候関連金融リスクに焦点を

当てた取組も実施。 

・新たに設置した「気候関連リスクモニタリング室」にて、

金融機関の経営戦略やリスク管理の枠組みにおける気候

関連金融リスクの位置づけ、顧客の気候関連のリスクへ

の対応を支援する取組等を確認した。

・シナリオ分析の手法・枠組みを継続的に改善していくた

め、日本銀行と共同で、3メガバンクや十数社の損害保険

会社と連携して、第2回エクササイズを実施中である。

・上記取組を踏まえ、国際的な動向やトランジション・ファ

イナンスの重要性の高まり等も踏まえつつ、気候関連金

融リスク管理のあり方等について具体的な議論を進める

予定。 

・このほか、業態ごとのビジネスモデルやそれに起因する課

題に応じ、以下の取組を実施した。 

【大手銀行グループ】 

ａ）総論 

・金融仲介機能の発揮状況やその基盤となる財務の健全性

について、データを用いて分析・把握し、各金融機関と対

話を行った。その際、金融機関の負担軽減及び効果的なモ



ニタリングの実現のため、日本銀行と適切に連携した。ま

た、監督カレッジや日々のモニタリングに関する情報共

有等を通じて、海外当局と連携を深めた。 

ｂ）信用リスク 

・各行のリスクアペタイトやリスクテイク方針を確認した

うえで、それに応じた審査態勢やリスク管理態勢の構築、

健全なリスクカルチャー、融資規律が醸成されているか

などについてモニタリングを行った。

・与信先の業況等について実態把握を行い、それを踏まえた

与信先の期中管理及び事業者支援等の取組について確認

し、各行に必要な対応を促した。なお、必要に応じて個別

債務者の自己査定や償却・引当等の状況を確認した。 

・国内の不動産業向け融資に関して、国内外の経済・金融環

境の変化等を踏まえ、各行の与信方針や融資動向につい

て、日本銀行と合同でヒアリングを実施し、実態把握を行

った。 

・海外ファンド向けファイナンスについても、今後の信用リ

スクへの影響を含め、各行のリスク管理態勢についてモ

ニタリングを行った。

ｃ）市場・流動性リスク 

・各行の運用・調達方針を把握した上で、国内外の金融市場

の変動が各行の財務の健全性や金融システムに与える影

響について分析を行った。また、金利の上昇など、本邦の

金融環境に変化がみられることを踏まえ、預貸、有価証券

を含めたＡＬＭ運営方針・リスク管理態勢について検証

し、その高度化を促した。 

・外貨流動性リスク管理の高度化に向けて、外貨流動性スト

レステストや危機時対応に係る計画等について日本銀行

と共同で調査を行った。 

ｄ）ガバナンス・横断的リスク 

・ストレステストの実施状況について対話を行った。また、

ストレステストの実施手法の検証を主眼に、共通シナリ

オによるストレステストを日本銀行と共同で実施した。

・各金融機関が海外での買収や拠点拡大等国境・業態を超え

た業務展開を推進する中、グループ・グローバルのガバナ

ンスについて、業務の規模・複雑性に応じたＩＴ・システ

ムや内部監査等のあり方、本社による適時・適切な状況把

握を含めた海外拠点の管理態勢について対話を行った。 

・株主還元策や、自己資本充実度等の資本政策に関する経営

方針について、中長期的な事業戦略にも着目しながらヒ



アリングを実施した。

・政策保有株式について、保有意義の検証や縮減計画の進捗

等に係る確認を行った。 

・「実効的なリスクデータ集計とリスク報告に関する諸原

則」（ＢＣＢＳ239）について、リスクデータに係る定期的

な適時報告演習等の結果を踏まえた対話を通じて、各社

に対して遵守状況の評価や課題事項のフィードバックを

行うことで、各金融機関グループにおけるリスクデータ

集計能力とリスク報告態勢のさらなる高度化を促した。

くわえて、各社のデータガバナンスの発揮状況について

も確認した。 

【新形態銀行】 

・銀行トップや親事業会社との間で、グループベースでの事

業戦略や中長期的な成長戦略等の方向性を確認し、それ

らを実現するうえでのガバナンスを含む経営の諸課題等

について対話を行った。 

・新形態銀行におけるＡＭＬ／ＣＦＴ、システムの安定稼

働、流動性リスク管理など、業務に係るリスクへの対応状

況について、継続的にモニタリングを行った。

【日本郵政】 

・日本郵政グループについて、ストレス耐性のあるポートフ

ォリオの構築やリスク管理態勢の強化、グループ全体の

中長期的な収益基盤の確保等に係る取組状況について対

話した。 

【地域金融機関】 

・地域金融機関が、自行の融資ポートフォリオを踏まえた、

より的確な信用リスクの見積もりを行う取組を後押しし

ていくため、引当の見積りのプロセスや開示のあり方を

含めて、取組状況の把握等を実施した。

・国内外の経済・金融市場の動向や、それが金融機関・事業

者等に及ぼすその影響を注視し、大きな市場変動等に際

して迅速な対応が図られるよう、各地域金融機関の対応

方針や態勢整備の状況を随時確認した。

・地域金融機関の経営方針やリスクテイクの状況、経営環境

や直面している各種課題の軽重、経営資源等を踏まえな

がら、有価証券運用の状況や市場リスク、流動性リスク、

取引先等の実態把握の状況を含む信用リスクの管理態勢

等について、必要に応じて検査等も活用し、モニタリング

を行うとともに、必要な改善を促した。持続可能な収益性

や将来の健全性に課題を有する先に対しては、早期警戒



制度等に基づく深度ある対話を継続し、経営基盤の強化

に向けた実効性のある取組を強く促した。 

・地域銀行について、預貸、有価証券を含めたＡＬＭ運営方

針・リスク管理態勢に加え、経営環境が厳しい中でも財務

の健全性を維持し金融仲介機能を発揮するという観点か

ら、ストレス時の対応を含めストレステストの実施・活用

状況についてモニタリングを実施した。 

【証券会社】 

ａ）横断的課題 

・商品の複雑さやリスクといった商品の特性等に応じた組

成・販売勧誘態勢（商品組成を行っていない場合は、組成

会社との情報連携等管理態勢）について、法令や自主規制

規則等の遵守状況を含めたモニタリングを行った。

・顧客の最善の利益に資する商品組成・販売・管理等を行う

ための経営管理態勢及び業務運営態勢の構築状況につい

て、モニタリングを行った。 

・特に、顧客の最適なポートフォリオを構築する観点から、

特定の商品カテゴリーあるいは特定銘柄への販売偏重を

未然に防止するための取組状況について、モニタリング

を行った。

・顧客の安定的な資産形成支援というＮＩＳＡ制度の趣旨

を踏まえ、ＮＩＳＡ口座の成長投資枠を使用した合理性

のない短期の乗り換え勧誘を防止するための具体的な取

組について、モニタリングを行った。

・「商品・サービス及び業務のライフサイクル管理に関する

基本的な考え方」（令和6年6月公表）を踏まえ、金融機関

における商品等のライフサイクル管理態勢の高度化に向

けた対話を継続して実施した。 

ｂ）大手証券会社 

・大手証券会社については、国内外で事業拡大を進める動き

が見られる中、グループ・グローバルのビジネスモデルや

経営戦略、戦略遂行上の課題認識等について対話を行っ

た。それらを踏まえ、各社のグループ・グローバルのガバ

ナンスやリスク管理（決済リスク管理やカウンターパー

ティ信用リスク管理を含む）態勢等について、海外当局と

も連携しつつ、一層の強化を促した。また、内部監査の高

度化の取組や、ＩＴ・システム等のあり方について対話を

行った。 

・システム上重要な金融機関における秩序ある処理等の円

滑な実施の確保に向けた取組について、金融機関の破綻



処理準備態勢の更なる高度化を促すとともに、実効性を

確保するためのモニタリングや対話を継続して実施し

た。 

ｃ）準大手証券会社・地域証券会社 

・ビジネス環境が大きく変化する中、収益構造の変革や業務

提携・新規事業への取組状況、顧客本位の業務運営の実践

状況などについて確認し、把握した好事例等も踏まえつ

つ、必要に応じて深度ある対話を行うなど、持続可能なビ

ジネスモデルに焦点を当てたモニタリングを実施した。 

ｄ）ネット系証券会社 

・近年、ネット系証券会社の顧客口座は急増しており、顧客

による取引の増加が見込まれる中、各社のシステムが安

定的に稼働することの重要性は一層増しているところで

あり、システムリスク管理態勢の整備・運用状況について

モニタリングを実施した。

・新規事業の立上げや新サービス・商品の導入に際し、必要

な法令等遵守態勢が整備されているか、顧客本位の業務

運営の観点から適切な業務運営態勢が整備されているか

についてモニタリングを実施した。 

ｅ）外資系証券会社等 

・モニタリングを通じて、日本拠点のビジネスモデルについ

て分析を行い、ビジネスモデルに見合ったガバナンスや

法令等遵守態勢、リスク管理態勢の整備・運用状況を確認

した。また、監督カレッジへの参加や海外当局との意見交

換により、グループレベルでのビジネスの状況やガバナ

ンス等についても理解を深め、日本拠点に対する深度あ

るモニタリングにつなげた。モニタリングの結果、業態に

共通する課題や先進的な取組事例等を把握した場合に

は、レポート等の形で取りまとめ、情報発信を行う予定。 

・法令等遵守態勢や投資家対応の適切性に関して、過去に問

題が認められた先の改善状況について、必要に応じて海

外母国当局とも連携しつつ、継続的にモニタリングを行

った。 

・顧客本位の業務運営の推進の観点から、仕組債等のリスク

性金融商品の組成会社としての取組の進捗を確認した。 

・国際的金融グループの経営統合の動きに関して、グループ

全体の動向を把握しつつ、日本拠点の統合に係る対応及

び将来的な方向性の検討が適切なガバナンス態勢の下で

進められているかについてモニタリングを行った。 

【資産運用会社等】 



・投資運用会社については、専門性の高い運用人材の育成・

確保等の運用力の向上に必要な取組の強化を促すととも

に、改訂される「顧客本位の業務運営に関する原則」を踏

まえ、プロダクトガバナンス（顧客の最善の利益に適った

商品提供等を確保するためのガバナンス）に関する取組

状況をフォローアップした。また、本年開始したファンド

モニタリング調査の結果を踏まえて、投資信託や集団投

資スキーム等に関する潜在的なリスクについて分析を行

った。くわえて、運用面の外部委託管理態勢を含む運営体

制についてモニタリングを行った。 

・投資法人については、特に親会社等の利益を優先する誘因

が強い経営体制や業務状況にある投資法人資産運用会社

における利益相反管理体制等についてモニタリングを行

った。 

・投資助言・代理業者については、インターネット、ＳＮＳ

等を利用した広告表示や勧誘行為に関する情報分析を進

め、必要に応じて監督上の対応を行うなど、適切に対応し

た。

【保険会社】 

・持続可能なビジネスモデル構築に向け、各社の内部管理態

勢の高度化も含め、保険会社との対話を実施した。その

際、生命保険会社とは、非保険領域のビジネスモデルを含

めた経営戦略やデジタル戦略をテーマとし、損害保険会

社とは、自動車保険の損害サービス等の事業環境の変化

を踏まえた中長期的な課題へのリスク管理の取組等をテ

ーマとし、対話を行った。 

・大手保険会社とのビジネスモデルヒアリング等を通じて、

各社の海外戦略やグループガバナンスの高度化に向けた

取組状況を確認した。更に、監督カレッジを通じて海外当

局との意見交換を行い、大手保険会社のモニタリング項

目について認識を共有した 。 

・自然災害が頻発・激甚化する中で、再保険料率の高止ま

り、異常危険準備金の取崩が続いており、統合的リスク管

理（ＥＲＭ）の高度化の重要性が一層増している。自然災

害リスクへの対応は、各損害保険会社における継続的な

取組が必要であるところ、再保険や異常危険準備金に関

するモニタリングを継続して行った。

・経済・金融市場の動向も踏まえつつ、保険会社の財務・業

務の健全性や資産運用の状況について、モニタリングを

行った。



【少額短期保険業者】 

・財務局と連携して、迅速かつ適切な登録審査を着実に行う

とともに、問題のある少短業者の早期把握・早期対応に務

めた。 

・登録審査・モニタリング方法について、財務局とともに実

施状況の振り返りを行い、必要に応じ実務や運用の改善

を図った。 

・少短協会との間で、少短業者をめぐる課題認識等の共有を

図り、傘下少短業者の経営管理態勢等の一層の整備に向

けた自主的な対応の促進を図った。 

【その他の業態】 

ａ）外国為替証拠金取引業者（ＦＸ業者）・暗号資産等関連

デリバティブ取引業者 

・日々の為替相場やそれに伴うＦＸ取引量の変動を踏まえ、

店頭ＦＸ業者の決済リスク管理態勢強化への取組状況に

ついてモニタリングを継続して実施した。 

・暗号資産等関連デリバティブ取引業者については、ビジネ

スモデルを適切に把握し、投資者保護の観点から業務の

適切性について引き続きモニタリングを行い、必要に応

じてリスク管理態勢や説明態勢等の強化を促した。 

ｂ）第二種金融商品取引業者 

・取得勧誘やファンド運営等について、関係機関からの情報

や当局に寄せられる相談等を参考として、リスクベース

のモニタリングを行い、投資者保護等の観点から問題が

認められる業者に対しては厳正な対応を行った。 

・貸付事業等権利の取得勧誘に関しては、改正金融商品取引

法（令和5年11月成立）の施行を踏まえ、ファンド審査や

投資家への適切な情報提供等に係る業務管理体制の整備

状況も含め、二種業者に対する実態把握を継続して実施

した。 

ｃ）適格機関投資家等特例業務届出者 

・適格機関投資家等特例業務届出者における法令等遵守態

勢の状況について引き続きモニタリングを行い、業務運

営上の問題が認められる業者に対しては厳正な対応を行

った。

ｄ）信用格付業者 

・信用格付業者における業務の適切性等のモニタリングを

継続していくとともに、監督カレッジ等を利用しながら

海外当局との連携を深めた。

ｅ）金融商品仲介業者 



・アンケート調査等により収集した好事例も踏まえつつ、投

資家保護及び顧客本位の業務運営のための態勢整備の状

況等についてモニタリングを実施した。 

ｆ）電子決済等代行業者 

・登録審査を適切に行うとともに、システム障害発生時の対

応状況の検証等を通じ利用者保護やシステムの安定性を

図った。また、ＡＰＩ接続をめぐる課題の特定とその解決

に努めていくとともに、自主規制機関とも連携し、業界内

における課題を把握した。 

ｇ）金融サービス仲介業者 

・登録審査において、ビジネスモデルに応じた法令等遵守や

適切な業務運営を確保するための管理態勢について適切

に審査を実施した。 

・自主規制機関とも連携の上、金融サービス仲介業者に対す

る登録審査及びモニタリングを適切に実施した。 
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【基本政策I-施策I-2】 

健全な金融システムの確保の

ための制度・環境整備 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「健全な金融システムの確保のための

制度・環境整備」として令和 7 年度予算概算要求（20 百万

円）を行った（令和 6年度予算額：7百万円、令和 7年度予

算額：7百万円）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 国際合意を踏まえた金融機関の健全性確保のためのル

ール整備等 

・平成29年12月に最終合意がなされたバーゼルⅢが、令和7

年3月期までにすべての金融機関に適用されることを踏

まえ、関係者と十分に対話を行いながら、新たに26先に対

して承認を行い、また、既承認金融機関に対して適切にモ

ニタリングを実施した。また、銀行勘定の金利リスク（Ｉ

ＲＲＢＢ）に関する国際合意等を踏まえ、関連告示改正等

の制度整備に取り組んだ。 

・経済価値ベースのソルベンシー規制等について、「経済価

値ベースのソルベンシー規制等に関する有識者会議」報

告書、「経済価値ベースのソルベンシー規制等に関する残

論点の方向性等について」の内容及びＩＡＩＳ（保険監督

者国際機構）におけるＩＣＳ（国際的に活動する保険グル

ープの「国際資本基準」）の採択等を踏まえた法令等の改

正案のパブリックコメントを令和6年10月31日及び令和7

年1月31日に実施した。引き続き関係者との対話等を行い

つつ、令和7年度の新規制の円滑な導入に向けた準備を進



めていく。 

・監督会計について、具体的な論点が明らかな課題について

対応を進めた。また、経済価値ベースのリスク管理との整

合性や財務会計に関する見直しの動向等も踏まえつつ、

そのあり方について引き続き検討を行う。 

・信託勘定における外国為替取引への同時決済の導入につ

いて、引き続き、関係者の対応状況をモニタリングすると

ともに、関係者間の連携の強化や取組への理解の促進に

努めた。なお、本件については、信託銀行等を主体とした

プロジェクトチームによる取組の報告書が、令和7年4月

に公表予定。

② 円滑な破綻処理のための態勢整備

・システム上重要な金融機関における秩序ある処理等の円

滑な実施の確保に向けた取組について、金融機関の破綻

処理準備態勢の更なる高度化を促すとともに、実効性を

確保するためのモニタリングや対話を継続した。ＦＳＢ

の報告書等やＩＭＦのＦＳＡＰ対日審査報告書におい

て、破綻処理枠組みの実効性強化、特に当局間連携の強化

の重要性が指摘されていることも踏まえ、危機時の当局

間連携を強化するための中期的な取組を検討した。

3 

【基本政策I-施策I-3】 

金融仲介機能の十分な発揮に

向けた制度・環境整備と金融

モニタリングの実施（特にコ

ロナ後を見据えた取組の実

施） 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「金融仲介機能の十分な発揮に向けた

制度・環境整備と金融モニタリングの実施（特にコロナ後を

見据えた取組の実施）」として令和 7年度予算概算要求（94

百万円）を行った（令和 6年度予算額：49百万円、令和 7年

度予算額：48百万円）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 金融機関による実情に応じた適切な事業者支援の促進

・令和5事務年度に実施した重点的なヒアリングや同ヒアリ

ングを受けて令和6年4月より適用された改正監督指針等

も踏まえつつ、金融機関における事業者支援の取組状況

をフォローアップした。 

・これまで各財務局が経済産業局と連携して構築してきた

都道府県ごとに事業者支援の課題と対応策を関係者間で

共有する取組について、事業者の実情に応じた経営改善

支援や事業再生支援等をより円滑に進められるよう、引

き続き経済産業局や地域の関係者との連携・協働を深化

させ、その取組を発展させた。

・金融機関が、顧客企業に対するコンサルティング機能の強



化の一環として、Ｍ＆Ａ支援に積極的に取り組むことや、

そのための体制整備を図ることを促した。 

・金融サービス利用者相談室で受け付けた相談のうち、相談

者の同意を得られたものについては、引き続き金融機関

に対して、速やかに事実関係を確認し、適切な対応を求め

た。 

・金融機関に対して、貸付条件の変更等の状況の報告を求

め、その状況を公表した。

・令和6年4月以降、地方における事業再生の担い手の育成・

拡充策の一つとして、金融機関と事業再生の専門家間の

マッチングイベントを7地域で開催するとともに、「中小

企業の事業再生等に関するガイドライン」や「廃業時にお

ける『経営者保証に関するガイドライン』の基本的考え

方」等について周知を行った。 

・令和6年11月、官民金融機関に対して、事業者の経営課題

が多様化していることを踏まえつつ、資金繰り支援に留

まらない、事業者の実情に応じた経営改善・事業再生支

援、再チャレンジ支援等に早め早めに取り組むこと、ま

た、「中小企業の事業再生等に関するガイドライン」の更

なる活用を図ること等について要請を発出した。

・令和6年6月に創設した「事業再生情報ネットワーク」につ

いて、窓口に寄せられた再生可能性の高い中小企業の情

報を金融庁等から関係省庁を通じて公租公課の徴収現場

等に共有することで、事業者の公租公課の確実な納付と

事業再生の両立を促している。令和7年1月末までに36件

の申請を受付。 

・「企業アンケート調査」について、地域金融機関の金融仲

介の取組等に対する顧客評価を確認するため、必要に応

じて、アンケート項目の検討・見直しを行った上で、調査

を実施した。 

・令和6年6月に公表した「地域銀行の顧客の課題解決支援の

現状と課題」における分析結果等を踏まえ、海外金融機関

における経営改善・事業再生実務等の調査を実施した。ま

た、金融機関の本業支援の取組のうち、注力する金融機関

の多いＭ＆Ａ・事業承継の分野について、金融機関のＭ＆

Ａ・事業承継の取組を促すため、地域銀行の積極的な取組

事例等を把握し、参考として情報提供を行う予定。 

・地域金融機関の現場職員が事業者の経営改善支援に着手

する際に着目すべきポイントを業種ごとに整理した「業

種別支援の着眼点」については、有識者や実務家の意見等



も踏まえ、更なる業種拡充や勉強会等を通じた普及促進

に取り組んだ。 

・「地域企業経営人材マッチング促進事業」について、地域

経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）が整備した大企業人材

と地域企業を地域金融機関の仲介でつなぐプラットフォ

ーム「ＲＥＶＩＣａｒｅｅｒ（レビキャリ）」に登録され

る大企業人材の拡充をさらに進めるために、これらの人

材が在籍する大企業への普及啓発や、地方の中堅・中小企

業で働く意欲を持つ大企業人材が集まるネットワークと

の連携を進めた。また、経営人材の不足等の課題を抱える

地域の中堅・中小企業がレビキャリの有用性を感じても

らえるように、中堅・中小企業政策を担う行政機関や各種

経済団体等のネットワークとも連携し、レビキャリの認

知度の向上を図り、地域への新たな人の流れの創出と地

域経済の活性化の後押しに取り組んだ。 

・地域の課題解決に向け、引き続き、他の取組事例や国の施

策等の情報提供などを通じて、地域の課題解決支援に取

り組んだ。 

・「金融機関向け事業再生支援の手引き」の周知・広報等を

実施した。 

・銀行グループが出資可能なスタートアップの範囲拡充に

ついて、銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令の公

布・施行した。

・金融機関による投資促進については、金融機関による投資

専門子会社等を活用したファンドの組成、スタートアッ

プへの投資等について、足元の取組状況を確認した。 

② 事業者の持続的な成長を促す融資慣行の確立

・金融機関が保証契約締結時に事業者・保証人に対して保証

契約の必要性等を個別具体的に説明した件数を把握し、

とりまとめの上、公表した。 

・金融機関の「経営者保証ガイドラインの浸透・定着に向け

た取組方針」の公表状況を確認し、とりまとめの上、公表

した。 

・「経営者保証ホットライン」に寄せられた事業者からの声

等を踏まえ、金融機関に対するヒアリングを実施予定。 

・令和6年8月公表の監督指針の改正内容にあわせて、金融機

関が顧客企業の主たる株主等が変更になることを把握し

た場合、どうすれば経営者保証の解除の可能性が高まる

か等を顧客企業に対し説明するよう、令和6年8月及び11

月に要請した。 



・令和6年8月公表の監督指針の改正内容にあわせて、令和5

年3月以前に締結した根保証契約の説明・記録の対応を徹

底するよう、令和6年8月に金融機関に要請した。

・「経営者保証改革プログラム」や監督指針に基づく説明・

記録が適切に実施されているかどうか、本部部署等にお

いて監査やモニタリングにより確認するよう、令和6年8

月及び11月に金融機関に要請した。 

・信用保証付融資に関する適切な説明の対応を徹底するよ

う、令和6年8月に金融機関に要請した。また、ヒアリング

等を通じて、本部部署等の監査やモニタリング等に関す

る金融機関の取組状況を収集し、令和6年12月に「経営者

保証徴求時における金融機関の説明プロセスやモニタリ

ング等に係る事例集」を公表した。

・令和6年7月に発足した「事業性融資推進プロジェクト・チ

ーム」を中心に、事業性融資推進法に関する政府令等の整

備や企業価値担保権の制度趣旨等に関する周知・広報等

を実施した。また、企業価値担保権の活用が想定される融

資事例、融資事例に応じた与信審査・期中管理のあり方、

担保権を活用した融資における引当の考え方等の実務上

の課題について関係する業界団体も交え議論を行い、令

和8年春頃の制度の施行を目指し、環境整備を進めた。 

・ベンチャーデットの拡大に向け、海外調査を踏まえ、金融

機関による新たな審査目線の構築や専門人材の育成・確

保に係る検討を進めた。 

・融資を通じたスタートアップへの資金供給について、銀行

等へのモニタリングの中で、ヒアリング等を通じ、スター

トアップ向けの支援の状況についても、機動的に確認、フ

ォローした。 

③ ビジネスモデルの持続可能性の確保に向けた取組の促

進 

・事業性融資や顧客の経営課題解決の支援等により金融仲

介機能を発揮しつつ、同時にビジネスモデルの持続可能

性を確保する方策について、金融機関と対話を行い、「事

業性融資推進プロジェクト・チーム」を中心に部局横断的

な課題として対応した。

・地域銀行におけるガバナンス・人的資本に係る取組につい

て、これまでの対話で得られた知見・ノウハウを活用しな

がら、通常の監督業務の中で引き続き確認した。 

・地域銀行グループが行うリスク性金融商品の組成・販売・

管理等に関し、顧客本位の業務運営に関する論点に加え、



リテールビジネスの経営戦略への位置付けや持続可能な

ビジネスモデルの構築に向けて、引き続き、持株会社や地

域銀行等との対話を実施した。 

・協同組織金融機関が会員・組合員間の相互扶助の理念の

下、顧客のニーズに応じた支援を通じて地域課題の解決

に貢献することで、自らも経営基盤を強化し、持続可能な

経営の確立を図ることができているか、それぞれの規模

や特性、地域の人口動向等といった経営環境を踏まえつ

つ、財務局とともに対話を進めた。

・新規業務の許認可等に関して、相談の初期段階から金融庁

及び財務局・財務事務所が一体となったヒアリングを実

施するなど、効率的な監督業務に努め、地域金融機関によ

る自主的な取組を後押しした。 

・協同組織金融機関における中央機関については、対話を通

じて、リスク管理の高度化や人材育成等の観点も含む、経

営や業務のサポートといった役割の発揮にくわえ、協同

組織金融機関間や他の支援機関等との結節点として、

様々な事業者支援施策の推進など、協同組織金融機関に

よる地域課題の解決・経営基盤の強化に資する取組への

支援を進めることを促した。 

・金融機能強化法（「新型コロナウイルス感染症等に関する

特例」含む）に基づき、資本参加の申請を受けたため、「協

同組織金融機能強化方針」について、金融仲介の取組方

針・各種施策の実効性及び収益化の実現性の観点等から

検証・評価した。また、同法に基づき、「資金交付制度」

の活用申請を受けたため、「実施計画」について、同計画

の実施による基盤的金融サービスの提供の維持に関する

実現性の観点等から検証・評価した。

・金融機能強化法に基づき国が資本参加及び資金交付を行

う金融機関については、金融仲介機能の十分な発揮を促

進する観点から、将来を見据えた経営改革や経営基盤の

強化、持続可能なビジネスモデルの構築に向けた取組を

促すなど、当局として適切なフォローアップを行うとと

もに、計画の履行状況を半期ごとに公表した。

・早期健全化法に基づく資本増強行については、経営健全化

計画の着実な履行を確保する観点から、当局として適切

なフォローアップを行うとともに、計画の履行状況を半

期ごとに公表した。 



4 

【基本政策II-施策II-1】 

利用者の利便の向上に適う金

融商品・サービスの提供を実

現するための制度・環境整備

と金融モニタリングの実施 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「利用者の利便の向上に適う金融商品・

サービスの提供を実現するための制度・環境整備と金融モニ

タリングの実施」として令和 7年度予算概算要求（246百万

円）を行った（令和 6年度予算額：160百万円、令和 7年度

予算額：159百万円）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 新しいＮＩＳＡの適切な活用促進

・政府広報への出稿、大規模イベント・セミナーの開催、業

界団体主催イベントへの金融庁政務・幹部の登壇等、積極

的な周知・広報を引き続き実施した。

・ＮＩＳＡ推進・連絡協議会等を活用しつつ、市場変動時も

含め販売金融機関に顧客へのフォローアップ等を促し、そ

の状況をモニタリングした。 

・改正後の監督指針に基づき、金融機関による「成長投資枠」

を使用した回転売買の勧誘行為の防止等の観点から、モニ

タリングを実施した。

・金融機関変更時の即日買付を可能とすることといった、Ｎ

ＩＳＡに係る手続の簡素化・合理化等の措置が講じられる

こととなった。 

② 金融経済教育の充実

・令和6年8月以降、金融経済教育推進機構において、講師派

遣事業、イベント・セミナー事業、「Ｊ－ＦＬＥＣはじめ

てのマネープラン」無料体験事業、「Ｊ－ＦＬＥＣはじめ

てのマネープラン」割引クーポン配布事業等を開始した。

同機構に対する監督を適切に実施した。 

・関係省庁や関係団体と連携しつつ、金融経済教育推進機構

の講師派遣を全国の企業に周知する等、雇用者に対する資

産形成支援のための環境整備を進めた。 

・令和7年3月のグローバルマネーウィークの期間中に、官民

連携の上で、金融経済教育に関するイベントを開催しつ

つ、我が国の取組について国際発信を行った。 

③ 顧客本位の業務運営

・「金融事業者リスト」及び「共通ＫＰＩ」を公表した（令

和6年9月、令和7年3月）。「金融事業者リスト」については、

「顧客本位の業務運営に関する原則」におけるプロダクト

ガバナンスに関する補充原則の追加（令和6年9月）を踏ま

えて、同リストの見直しを行った。 

・各金融機関が公表している「顧客本位の業務運営に関する



原則」に基づく取組方針に関して、営業現場への浸透状況

や実践状況等の観点から、金融機関と対話を行った。 

・外貨建保険の販売等については、直近の苦情発生状況等を

注視しつつ、生命保険会社等を対象に、長期の契約継続を

前提としたアフターフォローなど、顧客本位の取組の進捗

状況について確認した。 

・外貨建一時払保険や仕組債の販売勧誘・顧客管理等に係る

業界規則等への金融機関の対応状況を確認するとともに、

外貨建債券や外国株式を含む幅広いリスク性金融商品に

ついて、経営陣の関与も含め、プロダクトガバナンス態勢、

販売・管理態勢、報酬・業績評価体系について検証した。 

・投資経験が少ないＮＩＳＡ利用者に対するニーズやリス

ク許容度の確認、商品特性や注意点等に関する説明、販売

後のフォローアップの状況等を確認した。 

・持続可能なリテールビジネスを構築するためには、顧客本

位の業務運営と整合的な経営戦略を策定することが重要

であるとの観点から、管理会計を踏まえた同ビジネスの損

益状況や金融商品毎の獲得手数料等にも着目しながら対

話を行った。 

・法令違反・不適切行為の防止や顧客本位の業務運営の推進

といった健全な企業文化の醸成等に向けた取組事例や課

題等の実態把握を行った。 

・最善利益勘案義務に係る関係政府令・監督指針等の整備を

行った（令和6年10月公布、令和6年11月施行）。 

・利益相反が生じうる事項の情報提供のルール化について

は、金融事業者の業務の実態を踏まえつつ、必要な内閣府

令改正を行った（令和7年3月公布、令和7年12月施行）。

・各種雑誌への寄稿や業界団体等での講演等を通じて、顧客

本位の業務運営の見える化の施策の趣旨や、金融機関によ

る顧客本位の業務運営の確保に向けた情報を広く発信し

た。 

④ 顧客に寄り添った金融サービス

・金融機関に対するアンケート調査を実施し取組状況を把

握した上で、障がい者が安全で利便性の高い金融サービス

を利用できるよう、障がい者に配慮した施設等の整備、研

修等を通じた現場職員による対応の徹底、電話リレーサー

ビスを用いた連絡への対応、窓口やウェブサイトでの障が

い者向けのサービスの提供内容の表示・周知を促した。

・障がい者団体、金融機関関係団体との意見交換会の開催を

通じ、障がい者の利便性向上に向けた取組に関する議論を



深めた。 

・成年後見制度を利用者にとって安心かつ安全な制度とす

るため、各金融機関の後見制度支援預貯金及び後見制度支

援信託の導入を促した。

・認知判断能力が低下した顧客の取引を親族等が代理する

場合における対応等について、顧客利便の向上を図りつ

つ、対応に伴う顧客及び関係者との間でのトラブルを未然

に防止する観点から、後見制度支援預貯金等の導入状況調

査の結果も踏まえて、金融機関及び業界団体との対話を行

い、更なる取組を支援した。

・金融機関及び受入れ企業等に対して、外国人向けパンフレ

ット及びその受入れ先向けパンフレットも活用しながら、

外国人の口座開設等の金融サービスの利便性向上及びマ

ネロンや口座売買等の犯罪への関与の防止等に係る周知

活動を実施した。 

・銀行口座開設手続の迅速化・円滑化を図る観点から、金融・

資産運用特区において実証的に、海外からのビジネス進出

を志向する外国人を支援するため、地方公共団体・金融機

関による支援ネットワーク（地方公共団体と銀行の連携強

化、地方公共団体による伴走型支援等）の構築に取り組ん

だ。 

・「規制改革実施計画」（令和6年6月21日閣議決定）等を踏ま

え、いわゆるスタートアップビザを取得した外国人起業家

による銀行口座開設に関する金融機関への要請等に関し

て、関係省庁による実態把握等も活用しつつ、フォローを

実施する予定。 

・金融機関における在留期間管理等の適切な外国人顧客管

理について、在留期間の更新や変更を行っている場合の特

例期間等への配慮にも留意しながら、警察庁における検討

に協力した。

5 

【基本政策II-施策II-2】 

利用者の保護を確保するため

の制度・環境整備と金融モニ

タリングの実施

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「利用者の保護を確保するための制度・

環境整備と金融モニタリングの実施」として令和 7 年度予

算概算要求（37 百万円）を行った（令和 6 年度予算額：33

百万円、令和 7年度予算額：56百万円）。 

＜機構・定員要求＞ 

政策評価を踏まえ、令和 7年度機構・定員要求において、

保険代理店に対する検査・監督体制の強化及び金融犯罪への

監視・相談体制の強化を図るための所要の要求を行った（機

構新置、定員増）。 



＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 金融サービスを安心して享受できるための金融機関に

おける態勢整備等 

・利用者保護等の観点に留意しつつ、所要の政令・内閣府令

等の整備を行う。その他、必要に応じ、制度の見直しの検

討を行った。 

・保険金不正請求事案及び保険料調整行為事案について、業

務改善命令に基づき各社が提出した業務改善計画に基づ

き抜本的な改善対応が適切に実施されるよう、フォローア

ップを実施した。引き続き、業務改善計画の進捗状況につ

いて、フォローアップを継続する。 

・「損害保険業の構造的課題と競争のあり方に関する有識者

会議」の報告書等を踏まえ、保険会社に対し、顧客本位の

業務運営を徹底し、保険市場における健全な競争環境の構

築を実現するために、以下の点について、必要な調査・分

析を行った上で、業界ガイドラインの策定・改正等を進め

た。引き続き、「損害保険業の構造的課題と競争のあり方

に関する有識者会議」、「金融審議会 損害保険業等に関す

る制度等ワーキング・グループ」報告書等を踏まえ、監督

指針及び業界ガイドラインの改正等を進める。 

① 第三者による代理店の業務品質の評価の枠組みの検討

② 保険会社による代理店に対する指導等の実効性の確保

③ 代理店手数料ポイント制度の適切性確保

④ 保険会社による自社商品の優先的な取り扱いを誘引す

る便宜供与の解消 

⑤ 乗合代理店における適切な比較推奨販売の確保

⑥ 共同保険のビジネス慣行の適正化

⑦ 企業内代理店の実務能力の向上や自立の支援等

・金融審議会の下に「損害保険業等に関する制度等ワーキン

グ・グループ」を設置し、保険市場の信頼の確保とその健

全な発展を図るために必要な方策について検討を行い、そ

の結果を取りまとめた報告書を令和6年12月に公表した。

報告書では、以下の施策が提言された。 

＜顧客本位の業務運営の徹底＞ 

✓ 大規模乗合代理店に対する体制整備の強化等

✓ 保険会社による指導等の実効性の確保等

✓ 乗合代理店における適切な比較推奨販売の確保

✓ 損害保険分野における自主規制のあり方の整理

＜健全な競争環境の実現＞ 



✓ 保険仲立人の活用促進

✓ 保険会社による保険契約者等への過度な便宜供与の

禁止

✓ 企業内代理店に関する規制の再構築

✓ 火災保険の赤字構造の改善等

・保険金不正請求事案と保険料調整行為事案の再発防止を

図るため、顧客本位の業務運営を徹底し健全な競争環境を

実現する観点から、大規模乗合の損害保険代理店及び保険

会社等に対する体制整備を強化するとともに、保険契約の

締結等に関する禁止行為の対象範囲を拡大する措置を講

ずる「保険業法の一部を改正する法律案」を国会に提出し

た（令和7年3月）。

・保険本来の趣旨を逸脱するような商品開発や募集活動を

防止する観点から、国税庁と意見交換会等を通して連携を

図った。

・保険代理店ヒアリングの実施や個別の監督事例の共有等

を通じて、財務局との連携を一層強化しつつ、保険代理店

に対する監督を行った。

・代理店業務品質評価検討ワーキング・グループへのオブザ

ーバー参加等を通じて、生命保険協会の代理店業務品質評

価に関する運営の動向を注視しつつ、同ワーキング・グル

ープでの議論を踏まえ、各生命保険会社に対して代理店管

理の高度化に向けた取組を促した。 

・営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢に

関し、発見された課題について、生命保険協会における継

続的なフォローアップや各社の取組状況を通じて、確認を

行った。 

・ゆうちょ銀行について、顧客本位の業務運営の定着やシス

テムリスク管理の高度化に向けた取組のほか、不祥事件の

再発防止に向けた取組について対話を実施した。 

・かんぽ生命について、経営陣が適切に関与した形での顧客

本位の業務運営に向けた施策の定着やコンプライアンス・

顧客保護を重視する健全な組織風土の醸成に向けたガバ

ナンス強化を含む態勢の実効性について確認した。

・金融商品取引業者等については、金融商品の組成・販売勧

誘態勢等について、法令や自主規制規則等に則っているか

モニタリングを行うとともに、顧客本位の業務運営の取組

を深化させるための不断の取組が行われるよう促した。く

わえて、不公正取引等の検知・防止のための態勢や情報管

理態勢の整備も含め、実効性のあるコンプライアンス態勢



や、内部管理態勢が構築されているかモニタリングを行っ

た。 

・貸金業者については、財務局及び都道府県と連携しつつ、

貸金業法等関連法令に基づき適切に登録制度を運用する

とともに、業務規制等を踏まえたモニタリング（若年者貸

付けに係るモニタリングを含む。）を適切に実施した。

・資金移動業者については、登録審査及び業務実施計画の認

可審査における手続きの迅速化に取り組むとともに、法

令・事務ガイドラインに基づく態勢整備の状況についてモ

ニタリングを行った。また、前払式支払手段発行者につい

ては、電子移転可能型前払式支払手段の発行者に求める不

正利用防止措置等や高額電子移転可能型前払式支払手段

の発行者に求める取引時確認・マネロンリスク管理態勢等

を踏まえ、法令・事務ガイドラインに基づく態勢整備の状

況についてモニタリングを行った。一部の決済サービス

は、国民生活のインフラへと成長しつつあることから、ビ

ジネスモデルや国民の期待に応じたリスク管理態勢の整

備を求めた。 

・暗号資産交換業者については、ビジネスモデルを適切に把

握し、利用者保護の観点から、ガバナンス・内部管理態勢

等について、継続的にモニタリングを実施するとともに、

サイバーセキュリティ水準の向上を促した。また、無登録

事業者に関する利用者相談が引き続き寄せられているこ

とを踏まえ、無登録事業者に対し厳正に対応した。加えて、

令和6年5月に発生した暗号資産交換業者による利用者財

産の不正流出事案を踏まえ、利用者保護の観点から、自主

規制機関との連携も含め、各事業者の暗号資産の管理に係

るセキュリティの高度化を促した。 

② 利用者保護のための制度・環境整備

・無登録で金融商品取引業を行う者に対する照会書及び警

告書の発出や裁判所への禁止又は停止命令の申立てを行

うとともに、無登録で金融商品取引業を行っている疑いが

ある者に対する問い合わせ等も通じて、積極的に実態把握

を行った。無届で有価証券の募集等を行う者についても、

上記に準じた対応を行った。

・無登録で金融商品取引業を行う者の情報や詐欺的な投資

勧誘を含む無登録業者で金融商品取引業を行う者との取

引の危険性について、ＳＮＳ等も活用しつつ、投資者等に

広く周知及び注意喚起を行った。

・投資詐欺等に関する金融庁の相談体制を強化・整備したほ



か、関連省庁と連携した政府広報やＪ－ＦＬＥＣなどを通

じた啓発を実施した。 

・無登録で金融商品取引業を行う者等によるＳＮＳ型投資

詐欺等が多数発生している状況を踏まえ、関係機関との連

携を強化して対応しつつ、ＳＮＳ上の、金融商品取引法に

違反する可能性がある偽広告等に関し、情報収集等を行う

ための体制を整備した上で、ＳＮＳ事業者等と連携し、投

資者等への注意喚起等を実施した。また、関係協会等にお

いても、横断的に、偽広告等に関する情報収集や注意喚起

を行うとともに、自らになりすました偽広告等を発見した

場合などにはＳＮＳ事業者等に対し積極的な削除要請を

行うよう働き掛けを行った。

・金融サービス利用者の利便性向上のため、金融サービス利

用者相談室において、利用者の目線に立った行政という観

点から、利用者からの質問・相談・意見等の一元的な受付

及び適切な対応を行った。また、令和4年9月に導入した電

話受付時間外での質問等への対応ができるサービス（ＡＩ

チャットボット）の利便性の向上を図った。さらに、研修

を充実させることなどで、相談員の相談対応水準の向上を

図り、相談態勢の充実を推進した。 

・「金融トラブル連絡調整協議会」（指定紛争解決機関（以下

「指定機関」という。）、学識経験者・消費者団体及び弁護

士等によって構成）等の枠組みも利用しつつ、関係諸機関

及び金融機関の監督部局とも連携の上、トラブルを抱えた

利用者が指定機関等にアクセスしやすい環境整備を実施

するなど、利用者利便に一層資する取組を促した。 

・指定機関向け監督指針に沿った監督を通じて、利用者の信

頼性向上や各指定機関の特性を踏まえた運用の整合性の

確保を図った。また、金融ＡＤＲ連絡協議会（すべての指

定機関によって構成）を活用し、指定機関間の連携強化に

取り組んだ。 

・多重債務相談の主要な担い手である地方自治体の主体的

な取組を促すとともに、相談者が各自治体などの多重債務

相談窓口を訪れる契機とするため、これら相談窓口の認知

度向上を図るための周知・広報を実施した。

・財務局の多重債務相談窓口における直接相談の受付、各局

における管内自治体の相談員等向けの研修の実施等、各局

管内の都道府県、市区町村における相談体制の強化をバッ

クアップした。

・ギャンブル等依存症対策の観点から、多重債務相談窓口と



精神保健福祉センター等の専門機関との連携強化に向け

た取組を進めた。 

・貸金業の利用者についての実態把握を行った。

・若年者が返済能力を超えた過大な債務を負うことがない

よう、コロナ禍からの社会経済活動の正常化の進展に伴う

資金需要者の借入行動の変化等について注視しつつ、業界

団体の自主ガイドライン等の遵守状況や若年者への貸付

状況について重点的にモニタリングを行うとともに、ＳＮ

Ｓ等を通じ、特に若年者を中心とした全世代を対象に過剰

借入・ヤミ金融に関する広報・啓発活動を積極的に行った。 

・ＳＮＳ等を利用した個人間融資などのヤミ金融の手口に

ついて、政府広報の活用や関係機関との連携を通じ、広く

一般への注意喚起等を行うとともに、ヤミ金融業者に対し

警察当局との連携により厳正に対処した。

・前払式支払手段等の電子マネーを利用した特殊詐欺被害

の増加がみられるところ、被害防止に向けて、自主規制団

体である一般社団法人日本資金決済業協会と協力をしな

がら広報・啓発活動を強化した。

・前払式支払手段等の電子マネーについて前払式支払手段

発行者と連携し、詐取された電子マネーの利用を速やかに

発見するためのモニタリングを強化し、発見した場合に当

該電子マネーの利用を停止するための措置を講ずる等の

対策が取れないか検討した。

・法人名義の口座を含む預貯金口座等の不正利用防止対策

を強化するため、関係省庁や金融業界と緊密に連携し、金

融機関において、詐欺被害と思われる出金・送金等の取引

や口座の不正利用をモニタリング・検知する仕組みを構築

し、検知能力を強化するとともに、不正利用防止の措置等

を行う取組を推進した。また、金融機関に対し、こうした

不正送金・利用被害の実態を踏まえた対策に加え、顧客へ

のセキュリティ対策に係る情報提供や広報・啓発といった

取組を促すとともに、モニタリングの強化を図った。

・金融機関に対し、振り込め詐欺等の特殊詐欺等による被害

の未然防止策の更なる実施や実効性の検証に努めるよう

促した。また、被害の迅速な回復のため、「振り込め詐欺

救済法」に沿った被害者救済対応を的確に行っているか確

認した。 

・金融商品取引法上の無登録業者が無料で投資情報の提供

を行う旨等の広告等を行った場合でも、一定の場合には違

法となり得ることについて、ガイドラインや監督指針で明



確化した。 
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【基本政策III-施策III-1】 

世界に開かれた市場としての

機能発揮・強化、公正性・透

明性の確保のための制度・環

境整備 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「世界に開かれた市場としての機能発

揮・強化、公正性・透明性の確保のための制度・環境整備」

として令和7年度予算概算要求（215百万円）を行った（令和

6年度予算額：136百万円、令和7年度予算額：139百万円）。 

＜機構・定員要求＞ 

政策評価を踏まえ、令和7年度機構・定員要求において、

資産運用立国の着実な進展を図るための所要の要求を行っ

た（機構新置、定員増）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① コーポレートガバナンス改革の深化に向けた取組

・「コーポレートガバナンス改革の実践に向けたアクショ

ン・プログラム2024」（令和6年6月公表）を踏まえ、いわ

ゆる政策保有株式の開示の適切性について有価証券報告

書レビュー等で検証を行うとともに、内閣府令等を改正

し、「株式の保有状況」について、開示事項を追加すると

ともに、解釈の明確化を行った。さらに、東京証券取引所

による資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた

取組を更に進める観点から、東証は令和6年11月に「投資

家の目線とギャップのある事例」を公表した。企業の取締

役会の実効性向上に向けた取組としては、投資家から企業

へのエンゲージメントに係る好事例を収集した。更に、企

業と投資家とのさらなる対話促進に向けて、協働エンゲー

ジメントの促進や、実質株主の透明性向上に向けたスチュ

ワードシップ・コードの見直しを行った。併せて、本コー

ド本来の姿である「プリンシプルベース・アプローチ」の

原点に立ち返り、策定・改訂時から一定期間が経過し実務

への浸透が進んだ箇所等を削除・統合するなど、コードの

スリム化を図った。また、機関投資家へのヒアリングを通

じて機関投資家・議決権行使助言会社等による同コードの

遵守状況を確認した。その上、企業と投資家の建設的な対

話の促進に向け、より多くの企業において有価証券報告書

の開示が株主総会前になるよう、開示に係る手続きや運用

上の実務負担等の実態調査を行い、関係省庁や関係機関と

の連絡協議会を設け、必要な環境整備について検討した。 

・資産運用会社やアセットオーナーに対して、スチュワード

シップ活動の実質化に向けた取組を促すとともに、令和6

年通常国会において成立した金融商品取引法の改正の施



行（公布後2年以内）に向けて、公開買付・大量保有報告

制度の政府令改正の検討を進めた。 

・有価証券報告書における開示の適切性について検証を実

施するとともに、開示の追加拡充等の必要な措置を検討し

た。※政策保有株式については、取組と併せて、スタート

アップ企業に対する積極的な出資を促す観点から、シナジ

ー効果を見込んで、スタートアップ企業の株式を保有する

企業があることも踏まえ、企業の有価証券報告書における

好事例、株式保有に対する考え方等を紹介する取組も行っ

た。 

・有価証券報告書における政策保有株式等を含めたコーポ

レートガバナンス開示の好事例を公表及び有価証券報告

書レビューの審査結果等を取りまとめて公表予定。あわせ

て、企業等に対する開示充実のためのセミナー等に参加し

取組の発信を行った。 

② 国際金融センターの実現に向けた、新規参入支援の拡充

等 

・「拠点開設サポートオフィス」について、金融・資産運用

特区のうち、札幌市、大阪市に地方支部を設置予定。 

・金融・資産運用特区における地方自治体との緊密な連携体

制を整備し、縦割りを打破した官民一体の金融創業支援ネ

ットワーク構築を目的とした支援事業を継続し、外国人の

ニーズや行政面の課題についての情報を把握し、今後の改

善策検討や効率化に繋げた。 

・資産運用会社が販売会社と投資信託の情報をやりとりす

る公販ネットワークについて、関係者と連携しつつ、シス

テムベンダーに対し、令和7年度内を目途に互換性を確保

するよう促した。 

・投資信託委託会社、信託銀行、システムベンダーなどの関

係各主体の取組状況をフォローするなどして、一者計算の

普及を促した。 

・国際金融センターを含む資産運用立国の実現に向けた施

策を内外の関係事業者や投資家のニーズに沿った形で進

めるとともに、日本市場の魅力等に関する情報発信を行っ

た。

・上記を達成するために、国際金融センターの特設ウェブサ

イトのコンテンツをさらに拡充した。また、在外公館等と

も連携し、世界の主要な国際金融都市へ定期的に出張して

のイベント参加や、9月下旬から10月上旬の「Ｊａｐａｎ 

Ｗｅｅｋｓ」開催、その期間中の「資産運用フォーラム」



の立ち上げ等を行った。 

・「租税条約等の手続きの見直し」について、実務的な論点

を検討の上、令和7年度税制改正プロセスにおいて、手続

きの簡素化・デジタル化に向けた対応などを要望した結

果、継続検討とされた。 

・ＡＩ翻訳サービスについて、業務への活用拡大に努め、金

融庁からの英語発信量の拡大を促進した。 

③ 資産運用業・アセットオーナーシップの改革に向けた取

組 

・大手金融機関グループにおいて、資産運用ビジネスの経営

戦略上の位置付けを明確にし、運用力向上やガバナンス改

善・体制強化を図るためのプランを策定・公表しており、

各社の取組をフォローアップするとともに、各社に継続的

な取組の深化を求めた。 

・金融審議会市場制度ワーキング・グループにおける議論等

を踏まえた「顧客本位の業務運営に関する原則」の改訂案

については、パブリックコメントの結果を踏まえ、令和6

年9月26日に最終化を行った。 

・くわえて、プロダクトガバナンスの実効性を高める観点か

ら、組成会社と販売会社間の情報連携のあり方等につい

て、各業態の自主規制機関等において行われる実務的な検

討を引き続きよくフォローする。また、これらの検討を踏

まえた資産運用会社等の取組状況をフォローアップする。 

・投資家保護に支障がなく重大な変更に該当しない投資信

託約款の変更の類型について明確化等を検討した。

・投資運用業者からミドル・バックオフィス業務を受託する

事業者の任意の登録制度の創設、当該創設に伴う投資運用

業の登録要件の緩和、運用権限の全部委託を可能とする、

「金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法

律の一部を改正する法律」の施行に向け、関係政府令等の

整備を行った（令和7年3月28日公布、同年5月1日施行）。 

・「金融・資産運用特区実現パッケージ」に沿って、国や対

象地域（北海道・札幌市、東京都、大阪府・大阪市、福岡

県・福岡市の4地域）の地方公共団体と連携しながら規制

改革等の取組を進めた。 

・くわえて、「金融・資産運用特区」において、地方公共団

体と地域金融機関等の連携を通じたＧＸ推進の取組等、各

地方公共団体の取組を支援した。なお、各特区の取組の特

徴は以下の通り。

① 北海道・札幌市：ＧＸに関する資金・人材・情報を集積



しＧＸ金融・資産運用特区を実現 

② 東京都：国際金融センターとしての環境を一層整備し、

日本・アジアのサステナブルファイナンスやスタートアッ

プの育成を推進 

③ 大阪府・大阪市：海外投資を呼び込みながら、スタート

アップ等によるイノベーションの実現を推進

④ 福岡県・福岡市：アジアのゲートウェイとして金融機能

を強化し、福岡・九州のスタートアップ等を育成 

・新興運用業者促進プログラム（日本版ＥＭＰ）について、

金融機関グループ等における取組事例の把握を継続し、取

組事例の更新を行った。また、令和6年8月28日に策定され

たアセットオーナー・プリンシプルを踏まえ、アセットオ

ーナーにおけるＥＭＰに関する取組状況について内閣官

房等を通じて把握する。

・Ｊａｐａｎ Ｗｅｅｋｓ 2024期間中に開催された資産運

用フォーラムにおいて、新興運用業者に関するプログラム

を官民連携して開催するなど、金融機関グループ等による

新興運用業者の積極的な活用を推進した。

・アセットオーナー・プリンシプルについて、パブリックコ

メントを踏まえ、内閣官房において令和6年8月28日に策定

された。 

・各アセットオーナーはそれぞれの所管省庁に対して受入

表明を行い、内閣官房において受入状況を整理・公表する

こととされており、金融庁においても受入れの呼びかけ・

フォローアップを行った。

・アセットオーナーを支える金融機関の資産運用ビジネス

（確定拠出年金運営管理機関等における企業年金向けビ

ジネスを含む）の高度化に向けて、金融機関等に対するア

ンケート調査や対話等を通じて、モニタリングを実施して

いる。 

④ 市場の機能強化に向けた環境整備

・「ベンチャーキャピタルにおいて推奨・期待される事項」

について、パブリックコメントの実施結果を踏まえ、令和

6年10月17日に最終化した。 

・投資型クラウドファンディングにおける発行総額上限及

び投資家による投資上限の引上げ等に係る政府令の改正

等を行った（令和7年2月25日施行）。

・非上場株式の発行市場・流通市場の活性化に向けて、令和

6年5月に成立した改正金商法に基づく制度整備を図ると

共に、発行企業の資金調達の効率化と投資家保護に留意し



つつ勧誘のあり方を検討する等、日本証券業協会等と連携

しながら必要な検討を行っている。 

・「金融商品取引業等に関するＱ＆Ａ」を改訂し、金融商品

取引法上の特定投資家の要件のさらなる明確化を図った

（令和7年3月11日）。」 

・少額募集に係る有価証券届出書の開示内容の簡素化につ

いては、金融審議会市場制度ＷＧ・資産運用ＴＦ報告書の

提言を踏まえて内閣府令等の改正を行った（令和7年2月25

日施行）。

・特定投資家私募制度については、有価証券の取得者を特定

投資家に限定するための合理的措置がとられていること

を前提に、特定投資家以外の者に対するインターネット等

による情報提供ができることを明確化するガイドライン

の改正を行った（令和7年2月25日適用）。 

・株式報酬に係る開示規制に関しては、有価証券届出書の提

出に代えて臨時報告書の提出をもって募集又は売出しを

行うことができる特例制度について、譲渡制限付株式（Ｒ

Ｓ）に係る譲渡制限期間の見直し及び事後交付型株式報酬

（ＲＳＵ等）に係る募集又は売出しについても当該特例制

度が適用されることを明確化する金融商品取引法施行令

等の改正を行った（令和7年2月25日施行）。 

・投資信託協会における自主規制規則の改正により、外国籍

投資信託の国内籍投資信託への組入れに向けた環境整備

を行った（令和6年9月19日実施）。 

・上場ベンチャーファンドにおける自己投資口の取得につ

いて、不正防止等の措置等を考慮のうえ、内閣府令の改正

を行った（令和7年2月17日施行）。

・プロ向けのベンチャーファンドへ出資可能な投資家に関

する規制（適格機関投資家等特例業務）について、地域限

定で緩和する内閣府令を制定した（令和6年11月18日施

行）。

・『「サステナビリティ投資商品の充実に向けたダイアログ」

対話から得られた示唆』を踏まえ、サステナブルファイナ

ンス有識者会議において、サステナビリティ投資の基本的

概念・実務等について議論を進めた。 

・私設取引システム（ＰＴＳ）の売買高上限の緩和等に係る

論点の整理を踏まえ、必要な政府令等の改正を行った（令

和6年11月21日施行）。 

・銀証ファイアーウォール規制について、金融審議会「市場

制度ワーキング・グループ報告書」において示された考え



方を踏まえ、関係部署との連携を図りつつ、検討を行った。 

・不動産投資市場の持続的な成長の実現に向け取り組んだ。 

・東京証券取引所（東証）の市場区分見直しの実効性向上に

向けた「市場区分の見直しに関するフォローアップ会議」

における、上場会社の企業価値向上に向けた取組、グロー

ス市場の中長期的な機能強化に向けた検討等について、関

係者と連携し適切にフォローした。 

・バイオベンチャーの上場審査について、東証における「新

規上場ガイドブック（グロース市場編）」等の記載の更な

る明確化の検討や、市場関係者の理解促進等の取組をフォ

ローした。

・立会時間の延伸は、投資信託の基準価額算出などの後続業

務をはじめ、システム対応や情報開示など多方面に影響が

あることから、東京証券取引所のほか各業界団体等とも緊

密に連携して対応した。 

・東証及び地方取引所における投資単位が高い水準にある

上場会社の投資単位の引下げに向けた取組を促すととも

に、東証の「少額投資の在り方に関する勉強会」における、

より少額で投資できる方法に関する検討について、適切に

フォローした。

・ＴＯＰＩＸの機能性のさらなる向上に関する検討につい

て、適切にフォローした。

・株式決済期間のＴ+1化について、海外市場の動向を注視し

ながら、市場関係者と連携し、実務的な検討を進めた。 

⑤ 市場の安定性等確保に向けた監督の実施等

・市場インフラは、利害関係者の利益を考慮した運営が求め

られるところ、特に競合他社が事実上存在しない振替機関

及び清算機関においては、関係者の意見を反映するための

協議を行う仕組みが機能するよう注視した。 

・危機管理グループ会合や監督カレッジへの参加等を通じ

て、外国清算機関の母国当局と一層の連携強化を図った。 

・「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための社

債、株式等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」

の円滑な施行に向けて、関連する政府令等の改正を行った

（令和6年11月1日施行）。 

・外貨建国内債（オリガミ債）の発行円滑化については、外

国口座管理機関の下位に国内口座管理機関を設置できる

よう制度整備を行った。

・取引情報報告制度の報告項目の拡充について、円滑に報告

が開始されるよう、各金融機関の対応をサポートするとと



もに、当庁の取引情報報告・蓄積システムの整備を実施し

た。 

⑥ 金融指標の頑健性・透明性の維持・向上

・ＴＯＲＦについて、ＱＵＩＣＫベンチマークス社によるＴ

ＯＲＦの頑健性・信頼性・透明性向上に向けた施策の検討

等の取組を必要に応じてフォローアップした。 

・ＴＩＢＯＲについても、頑健性・信頼性・透明性向上に向

けた全銀協ＴＩＢＯＲ運営機関による取組を必要に応じ

てフォローアップした。特に令和6年12月末で恒久的に公

表停止となったユーロ円ＴＩＢＯＲについて、同指標の秩

序ある公表停止に向けて時間軸を意識した適切な移行対

応が進められるよう、各金融機関における同指標参照契約

からの移行状況や顧客対応状況を踏まえつつ、必要に応じ

て適切な対応を促した。

・ＴＩＢＯＲ及びＴＯＲＦの欧州域内利用に関して、欧州委

員会との間で、将来の安定的な利用を確保するための方策

について協議を継続した。 

7 

【基本政策III-施策III-2】 

企業の情報開示の質の向上の

ための制度・環境整備とモニ

タリングの実施

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「企業の情報開示の質の向上のための

制度・環境整備とモニタリングの実施」として令和7年度予

算概算要求（873百万円）を行った（令和6年度予算額：713

百万円、令和7年度予算額：670百万円）。 

＜機構・定員要求＞ 

政策評価を踏まえ、令和7年度機構・定員要求において、

サステナブルファイナンスの推進と国際発信の強化を図る

ための所要の要求を行った（機構新設、定員増）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 企業による情報開示の質の向上に向けた取組の実施

・金融審議会において、東証プライム市場上場会社の全部又

は一部を対象に、国際サステナビリティ基準審議会（ＩＳ

ＳＢ）のサステナビリティ開示基準と機能的に同等な国内

基準の適用やサステナビリティ情報に対する保証のあり

方等について検討を進めた。 

・ＩＳＳＢのサステナビリティ開示基準設定に対し、国内関

係者と連携しながら、国際的な議論への参画や意見発信な

どの取組を進めた。具体的には、ＩＳＳＢでのリサーチプ

ロジェクトについて、ＩＦＲＳ財団における国際会議等の

場で我が国の人的資本開示の取組について説明するなど、



投資家のニーズを充足した基準開発に貢献した。 

・また、ＩＦＲＳ財団アジア・オセアニアオフィスの活動に

ついても、国内関係者と連携して引き続きサポートを行っ

た。 

・そのほか、引き続き、Ｇ7やＧ20において行われているサ

ステナビリティ開示に係る議論に積極的に貢献した。

・サステナビリティ情報に対する第三者による保証につい

て、国際基準を開発している国際監査・保証基準審議会（Ｉ

ＡＡＳＢ）及び国際会計士倫理基準審議会（ＩＥＳＢＡ）

に対して、我が国関係者と連携して意見発信を行った。ま

た、サステナビリティ情報に対する保証のあり方等につい

て検討を進めた。

・有価証券報告書におけるコーポレートガバナンス及びサ

ステナビリティ開示等の好事例を公表及び有価証券報告

書レビューの審査結果等を取りまとめて公表予定。あわせ

て、企業等に対する開示充実のためのセミナー等に参加

し、取組の発信を行った。 

② 金融商品取引法上のディスクロージャーの適正性の確

保 

・法令及び「企業内容等の開示に関する留意事項（開示ガイ

ドライン）」等に基づき、適正な情報開示を確保するとと

もに行政対応の透明性・予測可能性の向上に努めた。 

・有価証券届出書等の発行開示書類については、記載内容の

適正性が確保されるよう、開示ガイドライン等を使用し、

各財務局等を通じた記載内容等に関する事前相談や受理

時における審査等を行った。 

・有価証券報告書等の継続開示書類については、有価証券報

告書レビューを通じ、記載内容の適正性の確保に努めた。 

・公開買付制度や大量保有報告制度に係る開示書類につい

ては、法令等に基づく適切な記載内容の審査等、制度の適

正な運用を行った。

・有価証券報告書等の虚偽記載等の違反行為に対して、課徴

金制度を適切に運用した。 

③ ＥＤＩＮＥＴの整備

・令和6年3月の「企業内容等の開示に関する内閣府令」の改

正による四半期報告書に関する様式の変更・廃止に伴い、

「2025年版ＥＤＩＮＥＴタクソノミ」を開発し、同年11月

に公表した。公開買付届出書及び大量保有報告書の見直し

に関する制度改正に対応するため、令和7年1月にＥＤＩＮ

ＥＴのシステム改修に向けた入札公告を行い、契約に向け



て調達手続きを進めている。なお、システムの稼働状況に

ついては、目標である稼働率99.9%以上（令和6年4月から

令和7年3月末時点まで）を維持している。 

④ 我が国において使用される会計基準の品質向上

・我が国において使用される会計基準の品質向上を図るた

め、引き続き日本基準の高品質化に取り組んだ。

・国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）における国際会計基準（Ｉ

ＦＲＳ）の基準開発プロジェクトに関して、我が国の考え

方をＩＦＲＳに反映する等の取組を強化した。また、国内

においては、ＩＦＲＳへの移行を容易にするための取組を

進めることにより、ＩＦＲＳの任意適用企業の拡大を促進

した。 

・国際会計人材を育成し、国際的な基準策定等に参画した。 

・スタートアップのＭ＆Ａを促進する観点からも、のれん非

償却を内容とするＩＦＲＳの任意適用の拡大に向けたさ

らなる対応を検討した。さらに、我が国の会計基準が多く

のスタートアップ等に利用されていることも踏まえ、のれ

ん非償却を含めた財務報告のあり方を検討した。これに関

し、東証等とも連携し、決算短信において、経営管理上重

要視している指標を業績報告として用いる実務の浸透を

図った。 

⑤ 適正な会計監査の確保のための態勢・環境整備に向けた

取組の実施 

・企業会計審議会総会の議論を踏まえ、監査部会において、

国際監査基準の改訂を踏まえた対応について審議してい

くため、我が国の監査基準等への影響についてさらなる分

析を進めた。

・上場会社等監査については、日本公認会計士協会と連携

し、監査の担い手全体の品質向上に取り組み、改正公認会

計士法（令和5年4月施行）により導入された上場会社等の

監査に係る登録制度の実効性を確保した。また、上場会社

等監査人登録に係る経過措置期間が令和6年9月末で終了

したが、引き続き日本公認会計士協会の取組を後押しし

た。

・監査監督機関国際フォーラム（ＩＦＩＡＲ）の議長国とい

うＩＦＩＡＲの組織運営を主導する立場から、ＩＦＩＡＲ

がより機動的・的確に諸課題に対応できるような体制の整

備や様々なステークホルダーとの積極的な対話等による

ＩＦＩＡＲの対外的コミュニケーションの強化を牽引し

た。また、こうした取組を推進することで、グローバルな



監査品質の向上に一段と貢献するほか、アジア諸国をはじ

めとするＩＦＩＡＲ未加盟の監査監督当局に対するアウ

トリーチを一層強化した。

・事務局のホスト国としては、ＩＦＩＡＲへの一貫した支援

を継続するほか、「日本ＩＦＩＡＲネットワーク」等を通

じ、ＩＦＩＡＲにおける議論について国内の関係者へ広く

発信するとともに、課題意識を聴取した。 

・日本の監査監督当局としては、ＩＦＩＡＲ加盟国を含む各

国の監査監督当局との連携を一層強化した。また、監査業

界における生成ＡＩ利活用に関する研究プロジェクトを

実施するなど、監査品質に影響を与え得る新たな課題に対

して知見を蓄積するとともに、積極的にＩＦＩＡＲメンバ

ーに共有した。 

⑥ 公認会計士・監査法人等に対する適切な検査・監督

・公認会計士・監査審査会は、日本公認会計士協会が行う品

質管理レビューに係る審査を適切に実施し、当該審査の結

果等に基づき、監査法人等に対する検査等を実施した。検

査の結果、必要があると認めるときは、金融庁に行政処分

等の勧告を行った。 

・検査を実施する際には、上場会社監査の担い手としての役

割が増大している中小規模監査事務所に対する検査をよ

り重視した運用を行った。 

・モニタリングの実施方法については、対面とリモートとの

併用により、引き続き効率的・効果的な実施に努めた。 

・検査においては、監査の品質の向上に向けた監査法人等の

経営層のコミットメント、業務管理態勢・品質管理態勢の

実効性、改訂品質管理基準への対応等について重点的に検

証した。また、個別監査業務についても、不正リスク、収

益認識、会計上の見積りに係る監査手続の実施状況を確

認・検証した。 

・モニタリングにより把握した情報等については、発信の充

実に努めるとともに、分かりやすい情報提供を行った。 

・監査品質の向上のため、日本公認会計士協会の品質管理レ

ビューと公認会計士・監査審査会のモニタリングが全体と

して最大限の効果を発揮するよう、深度ある連携に努め

た。 

⑦ 優秀な会計人材確保に向けた取組の推進

・公認会計士試験の実施においては、試験問題の作成・採点

や全国各地の試験会場の適切な運営など一連の試験業務

について、必要な見直しを行いながら、引き続き適切に取



り組んだ。 

・また、令和6年度（令和7年試験）の公認会計士試験インタ

ーネット受付システムの更新に伴い、出願の全面オンライ

ン化が達成されたところ、オンライン出願における更なる

サービスの向上を図った。

・さらに、引き続き、公認会計士試験受験者の増加・裾野拡

大のために、大学生等向けの講演を実施した。
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【基本政策III-施策III-3】 

金融取引のグローバル化、複

雑化、高度化に対応した市場

監視機能の強化 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「金融取引のグローバル化、複雑化、

高度化に対応した市場監視機能の強化」として令和 7 年度

予算概算要求（832百万円）を行った（令和 6年度予算額：

366百万円、令和 7年度予算額：503百万円）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 市場監視に係る取組

・証券取引等監視委員会の市場監視業務にとって情報は要

であり、市場全体について幅広く有用な情報を収集した。 

・市場監視の過程で得られた有用な情報や知見を集約・分

析・蓄積し、市場監視全般に多面的・複線的に活用した。 

・市場全体に日常的に目を向けるとともに、国内外の市場環

境の変化を適時に把握・分析することで、問題の未然防止

や早期発見につなげた。取引所等から提供される膨大な

データも活用しながら、高速取引行為者による取引の実

態把握を行った。 

・市場や上場会社を取り巻く環境変化や制度見直しの進展

等を踏まえつつ、新たな商品・取引や監視の目の行き届き

にくい商品・取引、上場会社による開示の充実に向けた取

組等へ的確に対応した。

・証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）等の国際的な枠組みを

通じた情報共有を進め、情報収集力を強化するとともに、

グローバルな市場監視に貢献した。また、海外当局との積

極的な連携を通じて、法執行事例等の情報や市場監視に

係る問題意識等を共有し、市場監視に活用した。 

・金融商品取引業者等について、監督部局や財務局等と連携

しつつ、リスクベースで検査先を選定し、実質的に意味の

ある検証や問題点の指摘に努めた。問題が認められた場

合、事案の全体像の把握や根本原因の究明により、自主的

な改善の促進を通じて、再発防止・未然防止につなげるこ

ととし、以下の点を中心に検証を行った。 

✓ 適合性原則を踏まえ、適正な投資勧誘等に重点を置



いた内部管理態勢の構築や顧客本位の業務運営を踏

まえた販売状況 

✓ デジタル化の進展等を踏まえたビジネスモデルの変

化とそれに対応した内部管理態勢の構築、サイバー

セキュリティ対策（インターネット取引における不

正アクセス対策を含む）の十分性やシステムリスク

管理（システム開発・運用管理や外部委託先の管理を

含む）の対応状況等 

・一層複雑化・巧妙化する投資詐欺等について、「国民を詐

欺から守るための総合対策」（令和6年6月公表）も踏まえ、

無登録で金融商品取引業を行う者を排除するため、裁判

所への禁止命令等の申立て等にさらに積極的に取り組ん

だ。また、投資者被害の未然防止等に資するよう、投資者

への注意喚起等の情報発信を一層強化した。

・課徴金納付命令勧告を視野に入れた調査・検査の迅速な実

施により、不公正取引や開示規制違反の実態を解明した。

また、事案の全体像を把握し、根本原因を究明した上で、

当事者等との深度ある議論を通じて、再発防止・未然防止

につなげた。 

・クロスボーダーの法令違反行為等に対しては、海外当局と

連携しつつ、事案の特質に応じた調査・検査を行った。 

・違反行為のうち重大で悪質なものについては、犯則調査の

権限を行使し、厳正に対応した。その際、捜査・訴追当局

や海外当局等の関係機関と連携し、実態の解明や責任追

及を効果的に行った。 

・証券監視委として過去に勧告・告発等を行った類型にも引

き続き対応しつつ、市場を取り巻く環境変化等も踏まえ、

市場の公正性を脅かしかねない非定型・新類型の事案等

（潜脱的な大量保有、新たな類型の偽計等）についても、

積極的に対応した。 

・意図せざるものを含む法令違反・不適切行為の未然防止

や、情報提供窓口・自主規制機関等を通じた一層の情報収

集を図る観点から、個別事案や事例集の公表等において、

事案の意義、内容及び問題点を明確にした、具体的で分か

りやすい情報発信を行った。

・市場監視業務の高度化・効率化を図るため、取引監視シス

テム等における一層のデジタル化やデータ処理力の更な

る向上を図るとともに、デジタルフォレンジック技術の

一層の向上及び情報システムの高度化を推進した。 

・市場の公正性・透明性の確保や投資者保護の実現には、各



地において市場監視機能の一翼を担う財務局との協働・

連携が不可欠であり、証券検査をはじめとする様々な分

野において更なる情報共有を進め、意思疎通を十分に確

保し、一体的な業務運営を図った。 

9 

【横断的施策1】 

デジタルを前提とした新たな

社会がもたらす環境変化を踏

まえた戦略的な対応 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「デジタルを前提とした新たな社会が

もたらす環境変化を踏まえた戦略的な対応」として令和 7年

度予算概算要求（93百万円）を行った（令和 6年度予算額：

80百万円、令和 7年度予算額：81百万円）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 生成ＡＩやフィンテック等の新たな展開に向けた対応

・金融機関のＡＩ活用に関するユースケースや課題認識、ガ

バナンス確立に向けた取組事例等について整理を行い、事

業者との対話に資するディスカッション・ペーパーの策定

を行った。 

・監査業界における生成ＡＩ利活用に伴う可能性及び監査

品質上の課題について調査研究を実施している。

・ＡＩを活用した分析を継続し、ＡＩの特性等に係る理解を

深め、リスク分析や金融機関のモニタリングへのＡＩ活用

など、金融庁における健全なＡＩの利活用を検討した。 

・アカデミアと連携して、生成ＡＩを含むＡＩの金融領域に

おける活用可能性とその課題に関する調査研究を行った。 

・ＦＳＢにおいて、令和 6 年末から令和 7 年初頭にかけて

ＡＩ関連の報告書を策定・公表しており、ＩＦＩＡＲにお

いても、令和 7 年 3 月にＡＩを含むデジタル技術の活用

状況等に関するレポートを公表した。国内動向を踏まえ、

これらの策定・公表に向けた国際的な議論に貢献した。

・新たな金融サービスの育成・普及に向けて、ＦｉｎＴｅｃ

ｈサポートデスクやＦｉｎＴｅｃｈ実証実験ハブ等を通

じて、フィンテック事業者や金融機関に対する支援を行っ

た。 

・海外フィンテックイベントでの出張相談や海外フィンテ

ック事業者が入居するフィンテック集積拠点ＦＩＮＯＬ

ＡＢにおける出張相談を通じて日本市場進出を企図する

海外フィンテック事業者の支援を行い、英語での法令照会

対応を強化した。

・令和 7 年 3 月の「Ｊａｐａｎ Ｆｉｎｔｅｃｈ Ｗｅｅｋ

2025」開催期間に合わせ各国大使館、業界団体と連携した

ミートアップを開催し、国内外のフィンテック事業者等ス



テークホルダーとの連携強化に向けた支援を行った。

・海外フィンテックカンファレンスへの参加や各国当局者

との意見交換等を通じて、技術やビジネス動向等に関する

情報収集に努めた。

・金融サービス仲介業については、利用者の保護等を確保し

つつ発展するよう、事業者からの登録に関する事前相談対

応等、事業者支援について丁寧に対応した。 

・分散型金融システムの健全な発展に向けて、ＢＧＩＮの活

動への積極的な貢献を継続した。 

・送金・決済・与信サービス等の利用者・利用形態の広がり

や、新たな金融サービスの登場を踏まえ、金融審議会「資

金決済制度等に関するワーキング・グループ」において、

利用者保護等に配慮しつつ、適切な規制のあり方について

制度面も含めた検討を行った。

② 暗号資産取引等やＷｅｂ3.0の健全な発展

・ステーブルコインの円滑な発行・流通に向けた環境整備が

進むよう、仲介業である電子決済手段等取引業及び電子決

済等取扱業の登録審査に関し、希望事業者との対話を円滑

に実施するなど、迅速な登録審査を進めた。 

・暗号資産交換業の売買、交換に係る媒介の業該当性の明確

化に関する事務ガイドラインの改正を実施した。また、Ｌ

ＰＳ（投資事業有限責任組合）が暗号資産を取得・保有す

る場合の暗号資産交換業該当性について検討を行った。 

・暗号資産交換業者が、ＩＥＯ銘柄や本邦初の暗号資産を取

り扱う場合、利用者保護に配慮しつつ、迅速な取扱いが実

現できるよう、審査を行う日本暗号資産等取引業協会と更

なる改善策に関し検討を行った。 

・暗号資産の発行について、業界における実務的な検討を踏

まえつつ、ＡＳＢＪにおいて適切に検討が行われるよう後

押しした。 

・Ｗｅｂ3.0関連ビジネスの会計・監査について、日本公認

会計士協会や日本暗号資産ビジネス協会等による勉強会

の開催など、業界団体等の取組を後押しした。

・令和 6 年 5 月に公布された「金融商品取引法及び投資信

託及び投資法人に関する法律の一部を改正する法律」の施

行に向け、セキュリティトークンを含む流動性の低い非上

場有価証券のみを扱い、かつ、取引規模が限定的である私

設取引システム運営業務について、認可を要さず第一種金

融商品取引業の取得のみで運営が可能となる制度整備を

含む政府令等の改正を行った（令和 6年 11月 21日施行）。 



・ＦＳＢハイレベル勧告及びＩＯＳＣＯ勧告等を踏まえて、

グローバルに一貫した形で実効的に規制監督枠組みが実

施されるように、ＦＳＢのアジア地域諮問グループ会合

（ＲＣＧＡ）とＩＯＳＣＯのアジア太平洋地域委員会（Ａ

ＰＲＣ）との間の連携・協力を主導するなど、非ＦＳＢ参

加法域へのアウトリーチを含む国際的な議論に貢献し、海

外当局と連携した。

・国内外における暗号資産に関する取引の動向等を踏まえ、

暗号資産に関連する制度のあり方等について点検してい

る。

・ブロックチェーン国際共同研究プロジェクト「金融セクタ

ーにおけるプログラム化（トークン化）の進展とＲｅｇｔ

ｅｃｈ／Ｓｕｐｔｅｃｈへの活用可能性に関する研究（株

式会社クニエとの合同研究）」を通じて、ブロックチェー

ン／Ｗｅｂ3.0 領域での健全なビジネスの発展等に貢献

した。 

③ 決済・取引インフラの高度化

・令和 5年 10月に発生した全銀システムの障害に関して、

全銀ネット等による改善・再発防止策の取組等の進捗状況

の定期的な確認を通じて、フォローアップを行った。

・次期全銀システムに関しては、上記の改善・再発防止策の

取組等の進捗状況も考慮した上で、幅広い関係者による検

討に引き続き参画し、基盤のオープン化を含む更改やＡＰ

Ｉゲートウェイの導入を後押しした。また、全銀ネットが

進めるシステム開発作業について、ＦＭＩ原則や監督指針

を踏まえつつ、安全性確保の観点から必要な対応を促し

た。 

・全銀システムや「ことら送金サービス」への参加事業者の

拡大状況や利用状況等について、関係者との丁寧な対話を

行い、令和 6年 10月に初めて資金移動業者が全銀システ

ムに加盟した。

・金融機関の取引先企業のＤＸの推進や生産性向上の観点

から、ＤＩ－ＺＥＤＩや金融ＧＩＦに対応する会計ソフト

等の開発・普及といった、請求・決済分野のデータ連携の

取組を官民一体となって推進した。

・「手形・小切手機能の「全面的な電子化」に関する検討会」

(事務局：全国銀行協会）において金融機関の手形・小切

手の電子化に向けた対応状況を把握し、他省庁や金融機関

関係団体と連携し、金融界の自主行動計画の着実な進展を

後押しした。 



・諸外国の決済・取引インフラにおける高度化の取組等を踏

まえつつ、関係者との意見交換やヒアリングを通じて、我

が国の決済・取引におけるシステム・サービスの更なる高

度化や利便性の向上に向けた検討を進めた。 

・ＣＢＤＣについて、関係府省庁・日本銀行連絡会議や日本

銀行のパイロット実験等を含め、これら議論に貢献した。 

・金融庁電子申請・届出システムについて、利用者のニーズ

や政府方針を踏まえつつ、ユーザーインターフェース（Ｕ

Ｉ）改善、サポートデスク機能の強化など更なる利便性の

向上に向けてシステム整備等を行った。 

・災害時・相続時の口座照会や一つの金融機関を経由した他

金融機関の口座への付番、公金受取口座の金融機関経由で

の登録受付等について、関係省庁や預金保険機構、業界団

体等と連携し、業務フローやシステム対応等に係る準備を

行った。 

・金融機関における従業員のマイナンバーカードの取得に

加え、利活用についても促進し、金融機関における公的個

人認証の活用促進を図るための取組を実施した。
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【横断的施策2】 

サステナブルファイナンスの

推進 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「サステナブルファイナンスの推進」

として令和 7年度予算概算要求（134百万円）を行った（令

和 6年度予算額：31百万円、令和 7年度予算額：67百万円）。 

＜機構・定員要求＞ 

政策評価を踏まえ、令和 7年度機構・定員要求において、

サステナブルファイナンスの推進と国際発信の強化を図る

ための所要の要求を行った（機構新設、定員増）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 企業のサステナビリティ開示の充実と信頼性の確保

・金融審議会において、東証プライム市場上場会社の全部又

は一部を対象に、国際サステナビリティ基準審議会（ＩＳ

ＳＢ）のサステナビリティ開示基準と機能的に同等な国内

基準の適用やサステナビリティ情報に対する保証のあり

方等について検討を進めた。【再掲（施策Ⅲ－2）】 

・ＩＳＳＢのサステナビリティ開示基準設定に対し、国内関

係者と連携しながら、国際的な議論への参画や意見発信な

どの取組を進めた。具体的には、ＩＳＳＢでのリサーチプ

ロジェクトについて、ＩＦＲＳ財団における国際会議等の

場で我が国の人的資本開示の取組について説明するなど、

投資家のニーズを充足した基準開発に貢献した。【再掲（施



策Ⅲ－2）】 

・サステナビリティ情報に対する第三者による保証につい

て、国際基準を開発している国際監査・保証基準審議会（Ｉ

ＡＡＳＢ）及び国際会計士倫理基準審議会（ＩＥＳＢＡ）

に対して、我が国関係者と連携して意見発信を行った。ま

た、サステナビリティ情報に対する保証のあり方等につい

て検討を進めた。【再掲（施策Ⅲ－2）】

・有価証券報告書におけるコーポレートガバナンス及びサ

ステナビリティ開示等の好事例を公表及び有価証券報告

書レビューの審査結果等を取りまとめて公表予定。あわせ

て、企業等に対する開示充実のためのセミナー等に参加

し、取組の発信を行った。【再掲（施策Ⅲ－2）】 

② 透明性の高いデータ基盤の整備

・サステナビリティに係るデータ等の実態把握を行い、デー

タの整備のあり方等について、国際的な議論・取組も踏ま

えつつ、官民が連携して検討を進めた。 

・Ｎｅｔ－Ｚｅｒｏ Ｄａｔａ Ｐｕｂｌｉｃ Ｕｔｉｌｉｔ

ｙ(ＮＺＤＰＵ)に向けた議論に参加し、我が国における利

活用や課題に関する情報収集を行い、更なる発展について

検討を行った。

・文部科学省・農林水産省・国土交通省・環境省と共同で「気

候変動関連データ活用と適応に関する実践パネル」を開催

し、データの利活用を含む関係者の取組事例や課題感等を

共有しつつ、協働の可能性等を実践的に議論する予定。 

・「ＥＳＧ評価・データ提供機関に係る行動規範」の受入れ

を表明した評価機関等リストを令和 7 年 2 月に更新・公

表した。また、「ＥＳＧ評価・データ提供機関に係る行動

規範」に賛同したＥＳＧ評価・データ提供機関における態

勢整備の状況等について実態把握を行った。 

③ 金融機関による脱炭素に向けた企業支援等の促進

・リソースやノウハウ等が不足する中堅・中小企業における

脱炭素の取組を支援するため、関係省庁と連携し、補助事

業の展開支援等を進めた。 

・「カーボン・クレジット取引に関する金融インフラのあり

方等に係る検討会」において、カーボン・クレジットに係

る取引インフラと市場慣行のあり方等について議論を進

めた。 

・関係省庁と連携し、「クライメート・トランジション・フ

ァイナンスに関する基本指針」の改訂等について議論を進

め、令和 7年 3月に改訂した。



・「アジアＧＸコンソーシアム」における議論内容について、

令和 6年 10月に対外発信を行い、トランジション・ファ

イナンスの推進に取り組んだ。

・国際的な議論、民間の動向把握を通じて、気候関連金融リ

スクや金融の役割の考察を行った。

・金融機関においてＴＣＦＤ提言に基づき実施しているシ

ナリオ分析に関する業態間での比較調査等を行い、公表す

る予定。 

④ インパクト投資の実践・拡大

・「インパクトコンソーシアム」において、以下の 4つの分

科会を開催し、参加者の自主的な課題設定・議論を軸とし、

特に官民が協働して議論を進めることが有効な事項につ

いて議論を進めた。 

✓ データ・指標分科会：関係者のニーズを踏まえ、既存の

インフラでは不足しているデータ・指標や分野等を特

定し、望ましいデータベースについて議論を進めた。 

✓ 市場調査・形成分科会：上場市場におけるインパクト投

資やインパクト評価を企業価値向上につなげる企業戦

略のあり方について議論を進めた。

✓ 地域・実践分科会：地域におけるインパクトの創出につ

いて、地域内外の幅広い関係者間での共通理解を醸成

し協働を得る方法論や、インパクトを考慮した事業評

価の視点等について議論を進めた。

✓ 官民連携促進分科会：インパクトスタートアップと地

方公共団体の連携による社会課題の解決の促進につい

て議論を進めた。
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【横断的施策3】 

業務継続体制の確立と災害・

サイバーセキュリティへの対

応 

継続 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、「業務継続体制の確立と災害・サイバ

ーセキュリティへの対応」として令和 7 年度予算概算要求

（193百万円）を行った（令和 6 年度予算額：160百万円、

令和 7年度予算額：164百万円）。 

＜機構・定員要求＞ 

政策評価を踏まえ、令和 7年度定員要求において、新たな

デジタル技術やサイバーセキュリティへの対応強化を図る

ための所要の要求を行った（定員増）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 災害等発生時における金融行政の継続性確保

・「金融庁業務継続計画（首都直下地震対応編）」等を検証し、

一部の規程について見直しを実施した。 



・関係機関と連携して実践的な訓練を実施することにより、

金融庁業務継続計画等の実効性を検証した。

② 金融機関等の業務継続体制の実効性の向上

・金融業界全体として横断的に業務継続体制の確保を図る

ため、取引所や金融機関等と合同で業務継続体制に係る訓

練を実施した。

・令和 5 事務年度に実施したアンケート調査や令和 6 年能

登半島地震の対応等を踏まえ、金融機関の災害等に係る業

務継続体制の整備を引き続き促した。

・令和 6 年 6 月から 7 月にかけて実施したパブリックコメ

ントで寄せられた意見を踏まえ、サイバーセキュリティに

関する監督指針等の改正案及びガイドライン案を最終化

し、その後、業界団体等と連携の上、これらの円滑な運用

を図った。 

・サイバーセキュリティに関する自己評価（サイバーセキュ

リティセルフアセスメント；ＣＳＳＡ）の対象を 3メガバ

ンク以外の主要行、労働金庫等にも拡大した。あわせて、

令和 7 事務年度以降に向け、上記ガイドラインと整合さ

せる形で、自己点検票の見直しを行った。 

・金融業界全体のインシデント対応能力の更なる向上を図

るため、最新のサイバー攻撃の脅威動向を反映したシナリ

オの下、金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習（Ｄ

ｅｌｔａ Ｗａｌｌ Ⅸ）を実施した。また、演習結果につ

いて分析し、業界に還元する予定。 

・地域金融機関等からサンプルを抽出して脅威ベースのペ

ネトレーションテスト（ＴＬＰＴ）を実施し、地域金融機

関等におけるＴＬＰＴの有効性の実証に向けて取り組ん

だ。具体的には、対象先のサイバーレジリエンスの強化の

みならず、地域金融機関に共通する脅威インテリジェンス

を抽出し、同業態全体に還元することで、ＴＬＰＴの障壁

を下げるとともに、ＴＬＰＴの結果判明した脆弱性のう

ち、よく認められるものを抽出し、同業態全体に還元する

ことで、地域金融機関全体のサイバーセキュリティの強化

を図った。 

・国際的に影響を及ぼすサードパーティやサプライチェー

ンのリスクの顕在化や地政学的な動向を踏まえ、引き続

き、Ｇ7サイバー・エキスパート・グループ（ＣＥＧ）を

はじめとする国際的な議論に参画し、脅威・リスク動向、

サイバーセキュリティに関する先進事例及び課題につい

て把握し、国内金融セクターのサイバーセキュリティ強化



に向けた施策に活用したとともに、サイバーインシデント

に備え、主要国当局との連携強化を図った。また、国際通

貨基金（ＩＭＦ）による金融セクター評価プログラム（Ｆ

ＳＡＰ）の結果を踏まえて国内施策を実施した。 

・耐量子計算機暗号（ＰＱＣ）への移行を検討する際の推奨

事項、課題及び留意事項について、関係者とさらに検討す

るための検討会を開催し、議論の結果を成果物としてとり

まとめた。 

・3メガバンクに対しては、引き続き、①グループベース及

びグローバルベースでのサイバーセキュリティに関する

リスク管理態勢の強化、②サイバーレジリエンスの強化、

③サードパーティリスク管理の高度化等を主要テーマに、

日本銀行と連携し、通年検査の一環としてサイバーセキュ

リティ管理態勢を検証した。

・地域金融機関等に対しては、規模・特性等に応じて、検査

を含めたモニタリングを実施し、サイバーセキュリティ管

理態勢の実効性を検証した。

・主要な金融市場インフラ事業者に対しては、日本銀行と連

携して、令和 5 事務年度に把握した実態を踏まえた検証

を行った。 

・金融機関のＩＴガバナンスについて、検査を含めたモニタ

リングを通じ、その強化を促すとともに、金融機関の規模

に応じて、グループ・グローバルベースでのＩＴ戦略の全

体像を把握の上、有効性を確認した。 

・オペレーショナル・レジリエンスについて、主要行等に対

してアンケートやヒアリングを通じて、実施状況を検証し

た。 

・デジタルバンク等からの免許申請について、システム稼働

の安定性を確保する態勢が整っているかなどの観点から

支援を行った。 

・クラウドサービスの利用に関するシステムリスク管理上

の課題等について、クラウド事業者等との対話を継続して

実施した。

・金融機関の重要なシステムの統合・更改プロジェクトにつ

いて、近年の動向（システム障害の傾向、技術の導入状況

（例えば、オープン化やクラウドサービスへの移行））を

踏まえ、プロジェクトの難度に応じ、リスクベースで検査

を含めたモニタリングを行うことにより、本番稼働後の安

定的な運用を確保するための態勢整備を促した。 

・システム障害については、サードパーティ・サプライチェ



ーンに起因するものを含め、監督局と連携し、原因、顧客

対応及び再発防止策の実効性を検証（重大インシデントに

対しては、必要に応じて報告徴求命令や検査等の実施を通

じて、重点的に検証）した。 

③ 災害への対応

・金融機能強化法（東日本大震災に関する特例）に基づき資

本参加を決定した金融機関については、金融仲介機能の十

分な発揮を促進する観点から、将来を見据えた経営改革や

経営基盤の強化、持続可能なビジネスモデルの構築に向け

た取組を促すなど、当局として適切なフォローアップを行

うとともに、経営強化計画等の履行状況を半期ごとに公表

した。 

・金融機関に対して、東日本大震災事業者再生支援機構と連

携した事業者支援や、被災地域の本格的な復興や被災者の

生活・事業の再建に向けた主体的かつ継続的な支援等を行

っていくよう促した。さらに、創業・起業等を含む被災地

の多様なニーズを的確に把握し、きめ細かな対応を行うよ

う促した。 

・災害の発生時には、被災地の実情を踏まえ、財務局と緊密

に連携し「金融上の措置」の要請を行う等、金融機関によ

る迅速かつ的確な被災者支援を促した。 

・令和 6 年能登半島地震の被災者の生活の再建を支援する

ため、住宅ローン等の債務を抱えた被災者に向け、自然災

害被災者債務整理ガイドラインの周知及び運用支援を行

った。

・また、被災者の事業の再建を支援し、更には被災地の復興

を進めていくため、被災地の金融機関に対し、新たに設立

された能登半島地震復興支援ファンドも活用しつつ、関係

機関との連携を行いながら、被災した事業者へのきめ細か

な支援を徹底するよう促した。 

・令和 5事務年度以前に発生した自然災害への対応を含め、

自然災害等の影響を受けて住宅ローン等の既往債務の弁

済が困難となった個人・個人事業主に向けて、自然災害被

災者債務整理ガイドラインの周知広報を行うとともに、同

ガイドラインに基づく債務整理を通じた生活・事業の再建

を支援した。

・被災者からの相談を受け付ける相談ダイヤルを設置し、被

災者等からの各種金融機関の窓口の問い合わせや金融機

関等との取引に関する相談に応じた。 

12 【横断的施策4】 継続 ＜予算要求＞ 



その他の横断的施策 評価結果を踏まえ、「その他の横断的施策」として令和 7

年度予算概算要求（413百万円）を行った（令和 6年度予算

額：330百万円、令和 7年度予算額：337百万円）。 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 国際的なネットワークの強化

・金融システムの強化に向け、金融分野の主要課題につい

て、国際的な議論に貢献した。特に、ＡＩを含むデジタル

技術の利用に伴うリスクや気候関連金融リスクへの対応

について、ＦＳＢ等における議論に貢献した。

・2回目となるアジア・ハイレベル金融規制当局者フォーラ

ムを開催し、引き続き、アジア域内の金融規制監督当局間

の政策対話の活性化・連携強化に努めた。さらに、二国間

金融協力の会議を通じて連携強化等に努めた。こうした取

組を通じて、我が国の金融プレゼンス向上に向けた国際的

な政策推進力を高めた。 

・本年で 10年目を迎えるグローバル金融連携センター（Ｇ

ＬＯＰＡＣ）による研修では、アジア諸国等の金融当局と

のネットワークを強化するとともに、ハイレベルフォーラ

ムでの問題意識と一貫させ、我が国の国際的な政策や制度

に対する理解を深めた。 

・海外当局や要人との意見交換・面会、監督カレッジや危機

管理グループの会合の開催により、各国当局との連携を強

化した。 

② マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策等の強化

・令和 6年 3月末時点の「対応結果報告」を踏まえたモニタ

リングを通じて、各金融機関における態勢整備状況の確認

を行うとともに、有効性の検証に関して、取組事例を共有

予定であるほか、各金融機関の参考となるような一定の目

線・考え方の整理を行っている。 

・為替取引分析業者の監督対応等を適切に実施するととも

に、金融業態全体のマネロン等対策の底上げに向けた取組

を後押しした。

・令和 10年にオンサイト審査が予定されているＦＡＴＦ第

5 次対日相互審査を見据え、「マネロン・テロ資金供与・

拡散金融対策政策会議」等の議論を通じ、関係省庁と連携

して、「マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策に関する

行動計画（2024－2026年度）」に示した我が国のマネロン

等対策に関する施策を着実に実行した。

・利用者のマネロン等対策への更なる理解の向上に資する



ため、官民一体となって、効果的な周知・広報等を実施し

た。 

・金融機関に対するアウトリーチ活動については、外部講

演、勉強会の機会を活用し、積極的な情報発信により、金

融機関の理解を促した。

・業態横断フォーラム等、地域における情報連携の枠組を定

着させ、金融機関同士のネットワーク構築やノウハウ共有

をさらに促進した。 

・ＦＡＴＦ政策企画部会での、クロスボーダー送金の透明性

向上に関する勧告 16改訂案の最終化に向けた検討や、そ

の後策定が求められるガイダンス案に含むべき事項の検

討等の作業において、共同議長として主導的な役割を果た

し、国際的なマネロン等対策等の課題解決に貢献した。 

・ＦＡＴＦにおける暗号資産に関する取組について、暗号資

産コンタクトグループの共同議長として、トラベルルール

を含む勧告 15 の実施促進や、ＤｅＦｉやＰ2Ｐ取引を含

む新たなリスクへの対応に関し、議論をリードした。 

③ 規制・制度改革等の推進

・金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応し

つつ、積極的に事業展開できる環境を整備すべく、金融サ

ービスの提供者・利用者の声をよく把握しながら、我が国

が豊かで活力ある国で在り続けることに資する規制・制度

改革等を進めていくとともに、金融を巡る状況の変化に対

応した規制・制度のあり方を検討した。 

④ 経済安全保障上の対応

・基幹インフラ制度に関し、事業者からの事前相談に対応す

るとともに、届出審査を行った。また、必要に応じて「金

融分野における経済安全保障推進法の特定社会基盤役務

の安定的な提供の確保に関する制度の解説」（Ｑ＆Ａ）を

更新予定。 

・関係省庁と連携し、重要経済安保情報保護活用法の施行

（令和 6 年 5 月の公布から 1 年以内）に向けて規程の整

備や指定対象情報の検討等について適切に対応した。

13 

【金融庁の行政運営・組織の

改革1】 

金融庁のガバナンスの改善と

データに基づく政策立案機能

の強化 

継続 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 金融庁自体を環境変化に遅れることなく不断に自己改

革する組織に変革（ガバナンスの改善） 

・政策評価有識者会議において、政策評価にとどまらず、金

融全体を俯瞰した観点から、金融行政として取り組むべき

重要な課題等についての議論を定期的に実施し、会議での



議論を金融行政に反映していく予定。 

・サステナブルファイナンス等の各分野における個別の課

題について、各種有識者会議等を活用し、外部有識者の意

見が継続的に行政に反映される枠組みを確保した。

・金融庁のモニタリングに対する意見聴取及び職員アンケ

ートによる自己評価を実施し、検査・監督の質の向上につ

なげた。

・金融機関及び金融サービスの利用者等との対話を促進す

る。また、金融機関などが金融行政に対して率直かつ不安

なく批判や要望を言えるよう、金融行政モニター制度や意

見申出制度、各種サポートデスク、金融機関からの相談対

応を着実に実施した。

② 金融行政におけるデータ活用の高度化

・各種データ等を活用した分析を実施するとともに、分析人

材の育成を進めつつ、分析手法の開発・改善に取り組んだ。

また、実施した分析については、「ＦＳＡ Ａｎａｌｙｔｉ

ｃａｌ Ｎｏｔｅｓ－金融庁データ分析事例集－」等の形

で公表する等により庁外からの知見を得、分析の改善や金

融庁・財務局のモニタリングの高度化に活かした。また、

分析結果の可視化・ツール化（ダッシュボード化）を実施

中であり、今後庁内や財務局におけるモニタリングに活か

していく予定。 

・新しいデータ収集・管理の枠組み（共同データプラットフ

ォーム）については、令和 7年 3月期からの本格的なデー

タ収集に向けて、高粒度データの精度の確認等を行うとと

もに、既存計表代替の可否の確認作業のほか、データクレ

ンジング作業におけるチェック項目の見直しや処理の一

段の自動化等、金融庁・日本銀行のオペレーションの改善

に向けた取組を実施。 

・金融サービスの利用者から寄せられた情報の多角的な分

析を進め、その結果を適時にモニタリング等に活用した。 

・令和 6 年 6 月に更改を実施した、金融機関のモニタリン

グに利用するシステムの安定的な稼働に努める。

③ 金融行政に関する情報発信の充実

・金融庁ウェブサイトのほか、ＳＮＳをはじめとする多様な

情報発信ツールを有効活用するとともに、英語による情報

量の増加や、海外関係者にも伝わる効果的な発信方法の工

夫などにより、国内外に対する情報発信力強化に取り組ん

だ。 

・組織として効果的・効率的な政策広報・報道対応に取り組



んだ。 

・外部とのネットワークの構築や、それにより得られる知見

の蓄積に努め、政策広報・報道対応に関する当庁職員の能

力・知見の向上を図った。 

④ アカデミアとの連携

・研究者との共同研究の実施などアカデミアとの連携を一

層強化し、金融行政に関する先端的な研究成果について行

政現場での活用を図った。既存の研究プロジェクトの円滑

な進捗のサポートに加え、庁内応募のあった研究プロジェ

クトについて、研究テーマや研究活動のレビューを行い、

担当する研究員の採用等を実施した。 

⑤ 財務局とのさらなる連携・協働の推進

・引き続き、モニタリング上の金融庁と財務局の連携・協働

を深め、一体的・効果的な行政運営を推進するとともに、

金融庁と財務局との間での率直な意見交換を通じて、監督

当局全体としての質の向上を図った。市場監視の分野にお

いても、財務局とのさらなる連携・協働に取り組んだ。 

・モニタリング内容や人的サポート等に関し、金融庁・財務

局が密に連携し、効率的・効果的なモニタリングを実施し

た。 

・財務局の意見・要望を踏まえ、財務局との会議に関し運営

の効率化を図ることや、財務局向け説明会を継続して実施

するなど、引き続き、財務局と丁寧なコミュニケーション

に努めた。 
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【金融庁の行政運営・組織の

改革2】 

検査・監督の質の向上 

継続 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 検査・監督の質の向上（モニタリングの在り方）

[モニタリング成果の整理]

・令和 6年 7月に、「リスク性金融商品の販売・組成会社に

よる顧客本位の業務運営に関するモニタリング結果等

（2023事務年度）」を公表した。

・令和 6年 7月に、「大手銀行・地域銀行 国内ＬＢＯロー

ンに関するアンケート調査結果」を公表した。

・令和 6年 9月に、「金融機関の内部監査の高度化に向けた

モニタリングレポート（2024）」を公表した。

・令和 6年 12月に、「金融機関のモデル・リスク管理の高度

化に向けたプログレスレポート(2024)」を公表した。 

・令和 7年 1月に、「マネロン等対策の有効性検証に関する

対話のための論点・プラクティスの整理（案）」を公表し

た。



・金融庁のモニタリングに対する意見聴取及び職員アンケ

ートによる自己評価を実施し、検査・監督の質の向上につ

なげた。

[モニタリングスキームの改善]

・金融機関に対する検査については、金融機関との意思の疎

通と適切な認識共有を目指し、対面とリモート手法を使い

分けるとともに、金融機関の負担に配慮した検査運営を行

った。 

・日本銀行との連携については、令和 3 年 3 月に公表した

「金融庁・日本銀行の更なる連携強化に向けた取り組み」

に基づき、検査・考査の実施先に関する計画調整や規制報

告の一元化、重要課題についての共同調査などの取り組み

を進めた。

[組織的な人材育成] 

・モニタリング職員の能力向上を図るため、金融実務知識・

スキルを習得するためのオンデマンド動画研修の更なる

充実を図るとともに、階層別・テーマ別に事例・検証手法

の研究や、課題解決思考力を養うための参加体験型グルー

プ学習（ワークショップ）を開催するなど、組織的な人材

育成プログラムを推進した。また、モニタリング研修の企

画・立案に当たり、対面形式での実施とともに、オンライ

ン形式の併用を行うなど、効果的・効率的な研修を継続し

て実施した。 
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【金融庁の行政運営・組織の

改革3】 

質の高い金融行政を支える人

事戦略・働き方改革 

継続 

＜その他の反映状況＞ 

評価結果を踏まえ、主に以下の取組を実施した。 

① 職員の能力・資質の向上

・職員のキャリア形成や人事配置に関して、人事担当者と一

人ひとりの職員の直接の対話を、特に若手職員について重

点的に進めた。さらに、専門分野に関するヒアリングを始

めとする各種ヒアリングを通じて、職員の希望する専門分

野を把握し、その経験や適性等を踏まえ、入庁 10年目以

上の職員については専門分野の特定を進めた。また、現在

金融庁で不足している、又は将来必要となると予想される

スキル・知見の確保に向けて引き続き議論を行った。

・タレントマネジメントシステムを活用することによって

職員の人事情報をきめ細かく把握し、より適切な人材配置

や人材育成につなげた。

・金融行政官としての基礎を習得するために見直した研修

プログラムについて、内容の拡充や運用方法の改良を検討

した。



・モニタリング業務を担う職員に対するオンデマンド動画

研修の更なる充実を継続的に実施するほか、グループ学習

等のモニタリング中央研修のプログラムを企画・立案し、

効果的・効率的な研修を実施した。

・モニタリング部門の中核・専門人材の持続的育成の一環と

して、検査官派遣やトレーニー制度による財務局支援を継

続的に実施するほか、信用リスク勉強会・市場リスク勉強

会については、受講生の知見・経験やモニタリングの実態

に即して、実践で活用できるような内容に見直しを図っ

た。 

・業務上必要となるデータ収集・分析力の向上やデータ活用

の高度化を図るため、職員のニーズ・課題、レベル等に合

わせた研修等の実施やデータ分析プロジェクト等を通じ

た専門家による支援等に取り組むなど、着実に体制整備や

職員のスキル向上を進めた。 

・市場監視人材の育成と組織の充実化を図るため、短期ＯＪ

Ｔ研修を継続実施するほか、複雑化・高度化する市場に対

応した職員の専門性向上に資する効果的な研修等を企画・

実施して知識の習得機会を提供した。 

・上記のほか、各種ＯＪＴや研修・訓練の実施、大学院を含

む外部機関への職員派遣等を通じ、職員のスキル向上を図

った。また、最新かつ高度の専門的知見を金融行政に絶え

ず取り入れることができるよう、外部人材の採用を行っ

た。

② 職員の主体性・自主性の重視

・自らの所掌事務にかかわらず自主的な政策提言を職員に

促す枠組みである「政策オープンラボ」について、新たな

発想やアイデアを積極的に取り入れ、新規性・独自性のあ

る政策立案へとつなげるという制度趣旨等を踏まえつつ、

多様なプロジェクトが行われるよう取り組み、多くの職員

が積極的に参加できる環境づくりを行った。

・意欲のある職員が積極的に金融行政に関する課題等の研

究を行うことができるように、職員の個人論文等を公表す

る際のサポートを継続した。また、金融のみならず、幅広

い分野の第一線で活躍する学者や経営者等からの有益な

知見を得るべく、昼休み講演会や金融経済学勉強会を引き

続き積極的に開催した。

・職員にも自らのキャリアを考える機会を与えるための取

組として、庁内からポストの公募を実施した。

・若手職員からの「金融行政に関する政策提言」について、



引き続き公募を実施した。 

③ 誰もが働きやすく良い仕事ができる環境の整備

・誰もが柔軟かつ合理的・効率的に働けて、能力を最大限発

揮できるような環境を整備するため、子育て・介護と仕事

の両立を支援するなど、ライフステージに応じた支援の取

組を行うほか、日々の業務の合理化・効率化の徹底、令和

7年 1月稼働の新金融庁ネットワークシステム等によるテ

レワーク・オンライン会議を行いやすい環境の提供、ＲＰ

Ａ等を活用した定型業務の効率化、定型的な庶務業務の外

部委託等の業務見直しを推進した。 

・令和 7 年 1 月に、金融庁ネットワークシステムを政府共

通の標準的な業務実施環境ＧＳＳに移行した。また、金融

庁ネットワークシステムと接続している個別業務システ

ムをＧＳＳネットワークに接続した。

・システム更改等のプロジェクト管理を適切に行い、新しい

技術の利用促進やクラウドの積極的利用を推進するとと

もに、より高い水準の情報セキュリティを確保するために

関係規定の改定を行った。 

・質の高いマネジメントに基づく業務運営と職場環境の改

善に資するよう、職員満足度調査や 360 度評価を活用す

るほか、マネジメントを担う職員に対してマネジメントの

手掛かりの提供等の支援を行うなど、これまでの取組を継

続・拡充した。

・若手職員等が仕事の疑問を気軽に相談し他の職員から親

切に答えを得られるような職場全体・各職場での工夫を推

進することを通じて、若手職員等が仕事にスムーズに慣れ

組織の中で力を発揮していくことができる組織文化を引

き続き醸成する。

表4 規制を対象として評価を実施した政策 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/fsa.html）参照 

№ 政策の名称 反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
株式報酬に係る開示規制の見

直し（令和6年6月28日公表） 
継続 

＜継続＞ 

規制に係る政策評価の結果を踏まえ、本政策を引き続き適

切に運用することとした。 

2 

銀行及び銀行代理業者等に係

る休日規制の緩和（令和6年7

月5日公表） 

継続 

＜継続＞ 

規制に係る政策評価の結果を踏まえ、本政策を引き続き適

切に運用することとした。 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/fsa.html


3 

成年被後見人等の権利の制限

に係る措置の適正化等（令和

7年2月28日公表） 

継続 

＜継続＞ 

規制に係る政策評価の結果を踏まえ、本政策を引き続き適

切に運用することとした。 




